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議事日程（第７号） 

平成27年６月16日（火）午前10時開議 

第１  県政に対する質問 

    〔一般質問〕 

第２  諮問第１号 

    〔委員長報告、採決〕 

第３  意見書案第４号 

    〔討論、採決〕 

                                    

会 議 に 付 し た 事 件 

日程第１  県政に対する質問 

日程第２  諮問第１号 

日程第３  意見書案第４号 

                                    

会議に出欠席の議員氏名 

出席議員  51名 

   １  番            芳 野  正 英 

   ２  番            中瀬古  初 美 

   ３  番            廣    耕太郎 

   ４  番            山 内  道 明 

   ５  番            山 本  里 香 



－384－ 

   ６  番            岡 野  恵 美 

   ７  番            倉 本  崇 弘 

   ８  番            稲 森  稔 尚 

   ９  番            下 野  幸 助 

   10  番            田 中  智 也 

   11  番            藤 根  正 典 

   12  番            小 島  智 子 

   13  番            彦 坂  公 之 

   14  番            濱 井  初 男 

   15  番            吉 川    新 

   16  番            木 津  直 樹 

   17  番            田 中  祐 治 

   18  番            野 口    正 

   19  番            石 田  成 生 

   20  番            中 村  欣一郎 

   21  番            大久保  孝 栄 

   22  番            東      豊 

   23  番            津 村    衛 

   24  番            森 野  真 治 

   25  番            杉 本  熊 野 

   26  番            藤 田  宜 三 

   27  番            後 藤  健 一 

   28  番            稲 垣  昭 義 

   29  番            北 川  裕 之 

   30  番            村 林    聡 

   31  番            小 林  正 人 

   32  番            服 部  富 男 

   33  番            津 田  健 児 



－385－ 

   34  番            中 嶋  年 規 

   35  番            奥 野  英 介 

   36  番            今 井  智 広 

   37  番            長 田  隆 尚 

   38  番            舘    直 人 

   39  番            日 沖  正 信 

   40  番            前 田  剛 志 

   41  番            舟 橋  裕 幸 

   43  番            三 谷  哲 央 

   44  番            中 村  進 一 

   45  番            青 木  謙 順 

   46  番            中 森  博 文 

   47  番            前 野  和 美 

   48  番            水 谷    隆 

   49  番            山 本    勝 

   50  番            山 本  教 和 

   51  番            西 場  信 行 

   52  番            中 川  正 美 

  （42  番            欠      番） 

                                    

職務のため出席した事務局職員の職氏名 

事務局長               鳥 井  隆 男 

書  記（事務局次長）        原 田  孝 夫 

書  記（議事課長）         米 田  昌 司 

書  記（企画法務課長）       佐々木  俊 之 

書  記（議事課課長補佐兼班長）   西 塔  裕 行 

書  記（議事課班長）        上 野    勉 

書  記（議事課主査）        藤 堂  恵 生 



－386－ 
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地域連携部長                   福 田  圭 司 
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教  育  長            山 口  千代己 
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公安委員会委員長           谷 川  憲 三 

警 察 本 部 長            大 賀  眞 一 

 

代表監査委員                   福 井  信 行 

監査委員事務局長           小 林  源太郎 

 

人事委員会委員長           楠 井  嘉 行 

人事委員会事務局長          青 木  正 晴 

 

選挙管理委員会委員長         宮 嵜  慶 一 

 

労働委員会事務局長          田 畑  知 治 

                                    

午前10時０分開議 

 

開          議 

○議長（中村進一） ただいまから本日の会議を開きます。 

 

諸 報 告 

○議長（中村進一） 日程に入るに先立ち、報告いたします。 

 去る６月８日、健康福祉病院常任委員会に付託いたしました諮問第１号に

ついて、審査報告書が健康福祉常任委員長から提出されました。 

 次に、意見書案第４号が提出されましたので、お手元に配付いたしました。 

 以上で報告を終わります。 
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健康福祉病院常任委員会審査報告書 

議案番号 件          名 

諮問１ 諮問について 

本委員会において、上記の諮問を審査の結果、下記のとおり答申すべき

ものと決定した。 

よって、ここに報告する。 

記 

本件は、審査請求を棄却すべきである。 

平成27年６月８日 

三重県議会議長  中村 進一 様 

健康福祉病院常任委員長  石田 成生 

                                    

意見書案第４号 

安全保障法制の慎重な審議を求める意見書案 

 上記提出する。 

平成27年６月12日 

提 出 者        

藤 田 宜 三 

稲 垣 昭 義 

北 川 裕 之 

前 田 剛 志 

三 谷 哲 央 

 

安全保障法制の慎重な審議を求める意見書案 

 

政府は、集団的自衛権の行使を容認する憲法解釈を前提として、武力攻撃事

態法、PKO法などの改正を行う平和安全法制整備法案と、他国の軍隊等に対す
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る協力支援活動等に関する新法である国際平和支援法案を提出した。 

戦後70年間、平和憲法の下で、我が国が貫いてきた海外で武力行使をしない

という原則を大きく転換しようとしているにもかかわらず、本来はそれぞれ丁

寧に審議すべき10本の改正案を一つに束ねて提出し、審議を簡略化しようとす

るなど、国民への丁寧な説明や国会での徹底審議を避け、結論ありきで法改正

を強行しようとする政府の姿勢は容認できない。 

平和安全法制整備法案では、昨年７月に閣議決定された、武力行使に関する

「新三要件」に基づき、我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発

生した場合にも、自衛隊の出動を認めているが、国会での議論を通じて、その

要件が曖昧であり、歯止めとして機能していない。 

これらの法案では、国際平和のために活動する他国の軍隊等への後方支援活

動等について、自衛隊が活動できる地域が拡大され、武力行使の一体化につな

がりかねない内容が盛り込まれている。 

また、これらの法案について、世論調査において、国民の多くは政府の説明

が不十分であるとしており、去る６月４日に開催された衆議院憲法審査会にお

いては、参考人の憲法学者全員から、集団的自衛権の行使を容認する解釈及び

これらの法案について、憲法違反であるとの指摘がなされた。 

政府には、憲法の平和主義、専守防衛の原則を堅持した上で、国民の生命及

び財産並びに我が国の領土、領海及び領空を確実に守る観点から安全保障政策

を構築する責任がある。 

以上のことから、本県議会は、政府に対し、世論の把握に努め、これらの法

案に関する国民の疑問や不安を真摯に受け止め、国民への丁寧な説明を行うと

ともに、今の通常国会での改正法の成立にこだわらず、国会での審議を慎重か

つ丁寧に進めるよう要請する。 

 

 以上のとおり、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

平成  年  月  日 

三重県議会議長  中 村 進 一 
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（提 出 先） 

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、内閣官房長官、外務大臣 

防衛大臣 

                                    

質          問 

○議長（中村進一） 日程第１、県政に対する質問を行います。 

 通告がありますので、順次、発言を許します。33番 津田健児議員。 

   〔33番 津田健児議員登壇・拍手〕 

○33番（津田健児） 自民党の津田健児でございます。今日も教育の話をさせ

ていただきますが、今回は教育長には答弁を求めませんので安心して聞いて

いただきたいと思います。 

 では、始めさせていただきたいと思います。 

 今回の知事選挙において知事の演説を聞いた人から、１丁目１番地は教育

だと知事が熱っぽく話をしていたとの声をたくさんの方からお聞きしました。

多くの県民が知事の教育への考え方に賛同していたと思います。今から質問

させていただくのは、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正

に伴う幾つかのことをお聞きするわけですが、県民の教育に対する思いを共

有し、その思いを背負って当選した鈴木知事が三重の教育をリードするため

のこのたびの法改正であってほしいと思います。 

 今回の改正は、教育の政治的中立性を確保しつつ、地方教育行政における

責任体制の明確化、国の地方に対する関与の見直しや、地方公共団体の長と

教育委員会との連携の強化などがありますが、そもそもの法律改正の趣旨は、

地方公共団体の長が新教育長を議会の同意を得て任命することや、総合教育

会議を設けなければならないこと、教育施策大綱を定めなければならないこ

と等を考えると、首長と教育委員会との連携の強化のみならず、首長の教育

行政のリーダーシップを期待するものであると思います。 

 そこで、まず、山本勝議員や大久保議員の答弁と重複するところが多いか

もしれませんが、このたびの法の改正の趣旨を踏まえ、知事の考え、覚悟に
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ついてお聞きしたいと思います。また、総合教育会議の事務局を教育委員会

ではなく知事部局に置いた、これは三谷議員と考え方が逆かもしれませんけ

れども、その理由と、教育ビジョンと教育施策大綱との関連性、この３点を

お聞かせ願いたいと思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） ３点御質問をいただきました。順次、答弁したいと思い

ます。 

 まずは、今回の法改正の趣旨を踏まえての今後の思い、それから、総合教

育会議の事務局を教育委員会ではなく戦略企画部に置く理由、この２点につ

いて連続して答弁させていただきます。 

 今回のいわゆる地教行法の改正は、先ほど議員からも御指摘がありました

とおり、地方教育行政における責任体制の明確化、迅速な危機管理体制の構

築、地方公共団体の首長と教育委員会との連携の強化などの趣旨で行われま

した。この改正により、首長と教育委員会が教育行政の基本方針や重点的に

講ずべき施策等について協議、調整を行う場として総合教育会議を設置する

こととされ、また、首長は、教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施

策の大綱である教育施策大綱を定めることとなりました。 

 既に、この改正法の施行に先立ち、待ったなしの教育課題を先行的に議論

するべく、総合教育会議の準備会議を４月１日より前に２回開催するととも

に、４月１日に総合教育会議を設置し、これまでに会議を２回開催する中で、

大綱の内容等について意見交換を行ってきたところです。 

 先日の代表質問での答弁と重なる部分もありますが、私は、政治の大きな

役割はそこに住む人々の希望をつくることだと考えています。そして、そう

であるならば教育は、子どもたち自体が地域にとって希望そのものであるだ

けでなく、子どもたち自身の希望をつくるという意味でも最も重要な政策分

野だと確信しています。したがって、今回の法改正も一つの契機として、よ

り一層当事者意識を持って主体的に教育行政にかかわり、子どもたちの学力

及び体力の向上をはじめとする諸課題について、教育委員会と一緒に的確に
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対応していきたいと考えています。 

 リーダーシップの発揮の具体的な部分については、まず、大綱を策定し、

私の教育に関する大きな方針を明確に打ち出すことで、教育委員会との間で

教育政策の方向性を一層共有し、一致して執行に当たっていきます。 

 また、学力や体力の一層の向上に向けて、県内外の学校現場を直接訪問し、

子どもたちの様子や学校の現状を把握する中で、スピード感を持って改善に

取り組んでいきます。 

 加えて、県においては、教育委員会の所管する公立学校教育以外にも、就

学前教育、高等教育、生涯学習など、各部局が様々な教育・人づくり施策を

進めていることから、戦略企画部にひとづくり政策総括監を新設し、私の

リーダーシップのもとで、これらの施策を県全体として整合性を確保しなが

ら計画的に推進することとしています。 

 総合教育会議の事務局を戦略企画部に置いた理由についても、まさにこう

した教育・人づくり政策の全体最適の確保を知事部局で担うためであるとと

もに、そもそも戦略企画部はトップマネジメントを支えるということで設立

されている組織でありますので、私の思いを教育・人づくり施策にしっかり

反映していきたい、そういう思いから戦略企画部に設置をいたしました。政

治的な中立性には当然配慮しつつも、私は、繰り返しになりますが、とにも

かくにも子どもたちのためと、そういう強い思いを持って教育行政にかかわ

るとともに、教育委員会との意思疎通を密にしながら県全体の教育施策の質

を総合的に向上させていく決意であります。 

 そして、３点目、教育ビジョンと教育施策大綱との関係です。 

 まず、知事が定める大綱は、県の教育政策の根本となる方針を、重点的に

講じる施策を含めて示すものであり、その対象範囲は、就学前教育、学校

教育から社会人の教育に至るまで、人の生涯にわたる教育全般に及びます。 

 一方、教育委員会が策定する三重県教育ビジョンは、教育施策に関する基

本的な指針と具体的な取組内容を示すものであり、その対象範囲は、教育委

員会の所管である学校教育を中心とした分野や、多様な主体と連携して推進
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する分野とされ、高等教育、生涯学習等は対象範囲に含まれません。 

 教育施策大綱と教育ビジョンは、大綱のほうが県全体の教育政策の根本的

な方針をより広い範囲で示していることから、総合教育会議での協議結果を

踏まえ、知事が大綱を策定し、その理念等が現在策定中の次期三重県教育ビ

ジョンの骨格部分に反映されていくこととなります。 

   〔33番 津田健児議員登壇〕 

○33番（津田健児） ありがとうございました。知事の教育に対する並々なら

ぬ思いを聞かせていただきました。 

 昨年度、準備会を２回開いたり、今年度、月１回のペースで開いていただ

いております。他県の方々と話をしても、うちは準備会は開いていないだと

か、うちは３カ月に１回ですよだとか、もう教育施策大綱をつくっちゃった

だとか、そういう県もありまして、他県と比べると、やっぱり知事、教育委

員会のこの改正に対するアクションというのは非常にスピーディーで充実し

ているものではないかなというふうに思わせていただきました。 

 また、大綱と教育ビジョンの違いでございますけれども、教育ビジョンよ

り大綱のほうが、就学前の教育から生涯教育、社会教育ということで、幅が

広く時間軸も広く、そういう観点から教育を受けとめて、これから一生懸命

やっていくと。大きな方針を打ち出す大綱でございますのでしっかりとやっ

ていただきたいなと思うわけでございますが、そこで、最近、私、心配なこ

とが二つございまして、それは、教育委員会からこのたび併任という形で３

名の方が戦略企画部に移っていらっしゃるわけでございますが、その方だと

か、あるいは教育委員会の職員の方からこういうことを聞いてちょっと心配

になりました。二つありました。 

 一つは、この大綱というのは、教育委員会と知事がいろいろ、けんけんが

くがくの議論をして一つの方針を打ち出していくものでございますけれども、

その方が、教育委員会が認めない項目については大綱には入れられないと言

うんですね。これから大綱の議論をどんどんしていかなあかん段階の中で、

やっぱり教育委員会が認めないものは大綱に入れないんだと。 
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 確かに、知事と教育委員会によって調整がついた事項については教育委員

会は尊重する義務を負うわけでございますけれども、調整がつかなかった場

合は教育委員会は尊重する義務がないわけでございますので、そういうこと

を考えるとやっぱりしっかりとした議論をして方向を打ち出していくという

ことは大事なのかもしれませんが、この段階で教育委員会が認めないものに

ついては項目として入れることができないということについてはどうなのか

ということ。 

 もう一つは、これも教育委員会の職員さんからちょっと言われたんですけ

れども、教育ビジョンをつくらなければならない法律的な根拠の話をちょっ

と聞かせていただいたんですね。 

 三重県の教育ビジョンは、教育基本法の第17条第２項に基づいて策定する、

教育振興のための施策に関する基本的な計画として位置づけられています。

これは義務ではなくて努力として、県はつくる努力をしなさいという努力規

定なんですね。これは、教育委員会ではなくて、本来はやっぱり知事部局、

知事が策定をしなければならないと私は思っております。 

 これを数週間ぐらい前に教育委員会の方に聞いたら、これは、法律が求め

ているのは知事ではなくて教育委員会だと言うもんで、あれ、そうだったか

なといって調べてみましたら、教育委員会も県の中の一部でございますので、

これは違法ではないわけでございますけれども、本来は、大綱も教育ビジョ

ンも私は知事がつくるべきだと、策定するべきだというふうに思っています。 

 ちょっと今さら感があって、この前の教育警察常任委員会の中でも当たり

前のように教育ビジョンは今年度中につくりますという報告をいただいたわ

けでございますが、本来はやっぱり、教育をばんばんどんどん訴えて、その

思いを受けて当選した知事ですので、教育ビジョンも大綱も二つともつくっ

ていただきたいと思いますが、それについて知事はどう思われるのでござい

ますか。 

○知事（鈴木英敬） 県の教育委員会事務局職員の言葉ということで、津田議

員、御紹介いただきました。 
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 まず、１点目の教育委員会が認めなければその項目に入らないと、どの職

員が言ったのかわかりませんけれども極めて上から目線で、あり得ない言語

道断な言葉、大変ゆゆしきことですし、そういうようなことを事務局が言う

ということは大変遺憾です。津田議員のおっしゃっていただいたとおり、私、

山本勝議員の代表質問でも答えましたが、その手法においていろいろ議論は

あるかもしれないけれども、議論を尽くして最後はとにもかくにも子どもた

ちのためということであれば乗り越えていけるというふうに思っていますの

で、無理やりトップダウンでやらせるということはないにしても、しっかり

議論をした上で、教育委員会が認めなければ項目に入らないという、そうい

うことにならないようにしっかり議論をして、子どもたちのための施策を書

いていくということにしたいと思います。 

 それから、教育ビジョンにつきましても、教育施策大綱をつくってあとは

教育委員会にお任せ、丸投げみたいなことは絶対しませんので、しっかり中

身についても教育委員会とともによく議論をしていきたいというふうに思い

ます。 

   〔33番 津田健児議員登壇〕 

○33番（津田健児） ありがとうございました。しっかりと受けとめます。 

 我々も自民党として、また、三重県の教育を考える会というのが３年ぐら

い前からできまして、会長は水谷隆議員でございますけれども、全面的に応

援をさせていただきたいと思います。よろしいでしょうか。 

 じゃ、次に、教育施策大綱についてでございます。 

 県民の一番の関心事の一つである学力の向上についてお聞きします。 

 知事は昨年、総括質疑の中でも学力の向上を大綱の中で上位に位置づけて

いくなど、政策集でも議会の答弁でも優先順位の高い課題として捉えていた

だいております。また、教育委員会も総力を挙げて頑張っていただいている

と思います。 

 ただ、やはり、一つ欠けているのは学力テストの結果の活用ではないで

しょうか。これまでも何回もその類いの質問はさせていただいております。
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先般も野口議員から、データがきちっと知らされていないとのお話もありま

した。今回の補正予算の学力向上のために民間企業に分析をお願いした事業

もありましたが、もちろんプライバシーに配慮した形で結果の情報を提供さ

れていくのでしょうが、では、保護者や地域の方には情報は提供されないの

か。少なくとも、これも何回も言わせていただいておりますが、学校内の組

織であります評議員、学校関係者評価委員には情報提供されるべきだと考え

ます。 

 この点について、知事は大綱にどこまで書き込むことを考えておられるの

か教えていただきたいと思います。 

○知事（鈴木英敬） まず、学力の向上ということについては最重要課題の一

つでありますので、位置づけとしては、順番に意味があるかどうかは別とし

ても極めて優先度の高い課題としてしっかり位置づけをしたいというふうに

思っています。そして、結果の活用方法について、教育施策大綱でどこまで

書けるかは別としても、いろんなこういう活用方法をしていきたいというこ

とについては、教育ビジョンに書くなり、何らか、どういうふうに活用して

いくべきかということについては示していくような形は考えたいというふう

に思います。 

   〔33番 津田健児議員登壇〕 

○33番（津田健児） 昨年７月17日に文部科学省初等中等教育局長から通知が

ございまして、やっぱり学力テストの公表については非常にセンシティブな

問題でございまして、この通知の中にはこういうことが書かれておりました。

どこだったか、ちょっと忘れてしまいましたけれども、どういうことかとい

いますと、教育施策大綱の中に学力テストの結果の公表を記載するのは大綱

になじまないという記述がどこかにあったんですね。文部科学省もいろいろ

気を使っているんだなというふうに思いましたが、じゃ、学力テストの結果

の情報を、学校内の評議員だとか学校関係者評価委員に情報を共有していた

だく、市民、県民にばっと公表するのではなくて共有することはこの通知の

趣旨に違反するのかという話を文部科学省に聞きましたところ、そんなこと
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はないですよということをお話しいただきました。 

 ぜひとも、大きな方針でございますので私も、知事が言われるようになか

なかきちっと書くというのは難しいかもしれませんけれども、どこかの議論

の中だとか、あるいは教育ビジョンの中だとか、また、教育長がコミュニ

ティ・スクールをしっかりと広げていくんだというお話もありましたけれど

も、コミュニティ・スクールを広めていくということは、そこの協議会の中

に地域の方だとかＰＴＡも多分入っていらっしゃると思いますので、実際問

題、情報の共有化をされるということでございますので、そういった部分で

しっかりと進めていただきたいなというふうに思っております。 

 次の質問に移らせていただきたいと思いますが、初めて私の夢の中に鈴木

知事が登場しまして、数週間ぐらい前だったんですが、もうちょっと前だっ

たかな、登場しました。ありがとうございます。初めてでございました。そ

れで、場面はどういう場面かといいますと、自民党の党大会だったんですね。

ここで自民党の宣伝をするわけではないんですが、事実そうだったので、党

大会の場面でございました。 

 実際は、知事はお忙しいので、挨拶で語っていただいてそのまま退出とい

うことでございましたけれども、知事の党大会の実際の挨拶の中に、教育、

頑張っていますということでございましたが、ハレーションが起きてもやっ

ていくと、やり切っていくというお話がございました。実際はそこでとまっ

てしまったんですが、私の夢の中では私が知事のほうへ寄っていって、知事、

ハレーションって言ったけれどもハレーションってどういうことなのという

ことを夢の中では知事に質問しているんですね。知事はにこっとして言わな

かったんですけど、それで夢が覚めてしまったんですね、もうちょっと見た

かったんですけれども。 

 今日はその夢の続きをちょっとさせていただきたいと思いますが、言える

ところで構いませんので、そのハレーションが想定するもの、その意気込み

みたいなものをちょっとこの現実の場で教えていただければなというふうに

思います。 
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○知事（鈴木英敬） できればハレーションは起きないほうがいいんですけれ

ども、先ほど来申し上げているとおり、今議会で申し上げさせていただいて

いるとおり、とにもかくにも子どもたちのためということ、学力向上も体力

向上もということで最終目的は一致しているはずなのに、手法においていろ

んな進める、ちょっと具体的にいろいろ言うと手のうちを明かしてしまう可

能性もありますので余り言いませんが、手法において、その手法に仮に反発

があったりとか反対があったりしても、それは最終目的はこれなんだから

しっかり議論をしていこうよと。手法においていろんな議論の衝突とか、そ

ういうことがあったりする可能性もあるのかなというふうに、これからいろ

んな対策を進めていく中で、あるいは既にとっている対策であってもそれを

改善していく中で、あるいはとっている対策でも現場への浸透などの課題の

中で、いろんな議論の衝突、意見の衝突というのが、それが表面化したりす

ることがあり得るんじゃないかというふうに私も思っている部分もあります。

最終的には子どもたちのためというので一致しているはずですから乗り越え

られると思っていますけれども、その手法における議論における意見の衝突

とか、そういうのが若干想定されていますが、具体的にどんなことをという

とばれるとあきませんので。ばれるとあきませんのでというのはちょっと変

な言い方ですけれども、これからまだ表に出していく議論でない、まだ検討

中のものとかもありますので、ここでは具体的なことは差し控えますが、そ

ういう可能性もあるという、そういうことであると考えています。 

   〔33番 津田健児議員登壇〕 

○33番（津田健児） やっぱり手のうちを明かしたらあかんので、再質問はこ

の辺にさせていただきたいと思います。 

 先日、中嶋議員のサミット関連の話がありまして、そのときにサミット誘

致は千載一遇のチャンスだというお話がありました。持っているという話も

ございました。それを使っていただきたいという話もありましたけれども、

三重県の教育の観点から見れば、この鈴木知事の誕生は千載一遇のチャンス

だと私は思っております。教育というのは、票にもならんし金にもならんし、
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マスコミ的にもなかなか取り扱っていかないけれども、非常に大事なことは

皆さんわかっております。三重県の場合は、教育を鈴木知事のようにばんば

んばんばん訴えて当選するということは至難のわざだと思います。私は教育

のことしか持ち上げませんけれども、鈴木知事の誕生こそが私は三重県に

とって教育における千載一遇のチャンスだというふうに思っております。あ

る方から見れば千載一遇のピンチかもしれませんけれども、ぜひとも、教育

を訴えて訴えて言いたくって当選して、皆様方の教育に対する思いをしっか

りと受けとめた、また、県民によって与えられた権力というのを子どもたち

のために一生懸命使ってやっていただきたいなというふうに思っています。 

 そこで、教育委員会の委員長にお伺いしたいと思いますが、先ほども少し

お話をさせていただきましたが、例えば教育施策大綱につきましても、教育

委員会と知事が調整をされた、同意に基づいた項目については尊重義務を負

うと。ただし、同意に至らなかった項目については、教育委員会は言うこと

を聞かなくてもいい、尊重しなくてもいいということに法律的にはなってい

ますけれども、ただ、先ほど言いましたように、三重県知事、鈴木知事は教

育をばんばん訴えました。信任を受けました。それは県民の思いが乗っかっ

ている施策だと思います。政策集も教育についてはたくさん載っております。 

 ということで、もし仮にこういったケースに至った場合、教育委員会の代

表でおられます教育委員長はこれについてどう対応されるのかお聞きしたい

と思います。 

○教育委員会委員長（前田光久） 答弁申し上げます。 

 私は、三重県の輝く未来を担っていく子どもたちのためには、家庭や地域

も一体となり、県民総意、総参加で取り組むべきとかねてから考えておりま

した。この考えは、先ほど来、知事答弁の中にもありましたように、教育の

充実は全て子どもたちのためという方向性と重なっていると思っております。

そんな中での改正法の施行で、知事部局と教育委員会が一体になって施策を

進めることには、私はまさしく時を得たなと思っております。 

 教育委員会としまして、今後ともより一層、子どもたちのために事務局と
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議論を積み重ねながら教育行政に取り組んでまいります。そして、このたび

の法改正によって、総合教育会議が準備会も含めまして４回催されました。

その中では、私たち教育委員としまして、積極的な意見は申し上げてきたつ

もりです。今後も教育委員の立場としてしっかりと提言申し上げていきたい

なというふうに思っております。 

 以上でございます。 

   〔33番 津田健児議員登壇〕 

○33番（津田健児） 少し私の質問に答えていないのかなという感がございま

すけれども、委員長の時を得たと今まで委員長が思っていらっしゃった、

やっぱり県民から選ばれた知事と、失礼ですけれども、委員長、教育委員は

県民から選ばれていないわけでございますけれども、そういった方々が一緒

になって、子どもたちのためにという目標を一つにして議論をしていくとい

うことは、時を得たという言葉の中にあるように、教育委員長の思いがそこ

にあるのかなというふうに思っておりますので、何回も知事も言っておられ

ますけれども、子どもたちのために、子どもたちのためにといっても考え方

が違うかもしれませんけれども、それを一つにして議論を進めていただきた

いというふうに思っております。 

 次の質問に移ります。 

 総合教育会議でございますけれども、会議の公開、議事録の公表にかかわ

る方法についてお伺いいたします。 

 先ほど言いましたように、選挙で選ばれた知事が会議を主宰したり教育施

策大綱を定めなければならないことは、県民の意向がより一層教育施策に反

映されることであり、また、会議の内容や決定されたことが積極的に県民に

情報提供されることは、教育行政を今まで以上に県民に身近に感じてもらう

絶好のチャンスと受けとめるべきだと思います。教育委員会会議の議事録の

公表は努力義務にとどまっておりますが、総合教育会議は基本的に公開であ

り、議事録は遅延なく作成され、公開されなければならないと設置要綱にも

挙げています。また、昨年７月11日、先ほど言いましたように、文部科学省
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初等中等教育長の通知には、「総合教育会議における協議の結果や大綱につ

いて、民意を代表する議会に対する説明を通じ、住民への説明責任や議会に

よるチェック機能が果たされることは重要であること。」と書かれています。 

 県民総ぐるみで教育に取り組む姿勢を訴えておられる県がどのように県民

の参加意欲が湧いてくるような情報提供やその工夫をされているのか教えて

いただきたいと思います。 

○戦略企画部長（竹内 望） 総合教育会議の議事録につきましては、ホーム

ページを新たに開設いたしまして、配付資料などとあわせて掲載をすること

としております。現在、作業を進めておりますけれども、まだ開設ができて

いないことについてはおわびを申し上げますとともに、速やかに公表できる

ように努めてまいります。このようなホームページ等を通しまして県民の皆

様の理解を深め、また、参加意識を高めていくように取り組んでいきたいと

いうふうに思っております。 

   〔33番 津田健児議員登壇〕 

○33番（津田健児） ホームページにつきましては早速、そんなに難しいこと

ではないので公開をしていただきたいと思います。 

 何かもうちょっとないかなという感があるわけでございますけれども、議

会への関与の仕方についてちょっとお話をさせていただきたいと思いますけ

れども、教育施策大綱、知事が定めるものでございますけれども、教育委員

会ではなくて戦略企画部だと思いますけれども、会議の中身だとか、もしか

したら中間案だとか、議員が、議会が、これを言いたい、あれも言いたいと

いう、議会の意見を聞いていただけるような議論の進め方がいいのかなとい

うふうに思っておりますので、途中経過等をその都度その都度丁寧に報告し

ていただいて、説明をしていただければなというふうに思っております。 

 時間がないので次に進ませていただきたいと思います。 

 次に、精神障がい者アウトリーチ推進事業についてお聞きします。 

 この事業は、受診中断者、自らの意思では受診が困難な精神障がい者、長

期入院の後退院した者、入退院を繰り返す精神障がい者の地域生活定着のた
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めに、一定期間、保健、医療と生活の支援を包括的に提供することによって、

新たな入院、入退院を防ぎ、患者の地域生活が維持できるような体制を構築

するための国のモデル事業としてスタートをいたしました。 

 ただ、平成23年には国のモデル事業で年間2700万円、26年度は地域生活支

援事業に移行して予算900万円、今年度は地域医療介護総合確保基金、これ

は消費税分の基金でございますけれども、移行して、予算額612万円と、

年々削減されているのが心配です。ぜひこの事業の内容をよく理解していた

だいて、支援を賜りたいと思います。 

 それでは、フリップを見ていただきたいと思います。（パネルを示す）こ

の事業がどういう事業かと申しますと、まず、医療関係者がチームを組んで

当たっていただいております。精神科の先生、それから看護師さん、精神保

健福祉士、ピアサポーター、これは、ピアサポーターというのはどういう方

かといいますと、現に精神障がい者として通院されている、かかっておられ

る方、あるいは経験者でございます。ですので、対象者にとってみれば、そ

の悩みだとか苦しみを理解していただいている方でございますので、話を聞

いていただきやすいということでこのチームに入っています。そういった

方々がチームを組んでいただいて、対象者を選定してそこのお宅へ訪問する

というシステムでございます。 

 対象者はどういう方かといいますと、先ほど言いましたように、治療中断

者、精神疾患が疑われる方、ひきこもりの精神障がいのある方、長期入院の

後、退院された方、入退院を繰り返す方でございます。 

 目的は、先ほど言いましたように、訪問をして、話し合いの中から医療や

福祉、時には学校へつなげていくという事業でございます。 

 ここにこういう人がいますよだとか、うちの息子がとか、いろんな機関か

らの通報によって訪問をしていく医療サービス、行政サービスでございます

けれども、最近ちょっと多くなってきたのが、地域包括支援センターの方か

ら連絡があって、そのお年寄りの方から、今までは体力的に余裕があったん

だけれども、自分も介護をされる立場になって、なかなか子どもの面倒を見
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ることができなくなったと。だから、どうしたらええものやという相談を受

けるようになったということでございます。 

 こころの医療センターで行っているアウトリーチ事業は、これはほぼ訪問

看護と一緒でございますので、ですので、訪問するところについては、患者

さんが診療を受ける意思があること、また、病院が訪問していって診療報酬

を受け取ることができる訪問先です。ただ、先ほどのアウトリーチ推進事業

の特徴は、患者さんが診療を受ける意思がなくても、また、精神病として診

断されにくい症状の方でも訪問をして、本人や家族が社会から孤立化してい

くことを防いでいる唯一の行政サービスです。当然、本人に会うことができ

ずに手紙を置いて去ることもたくさんあるわけでございますが、本来のアウ

トリーチ事業は医療や福祉につなげていくことが仕事ですが、患者さんが医

療、福祉のサービスを受けることができなくなってもほっておかない唯一の

事業です。 

 なぜこのような制度ができたか、その背景には、親御さんが保健所や病院

に相談しに行っても、医療や福祉につながらない現実がたくさん存在するか

らです。病院や保健所から、行って相談して返ってくる言葉はこんな感じな

んですが、本人に拒否されたらそれ以上は介入できませんだとか、お子さん

から暴力を振るわれたら警察に行ってくださいだとか、本人を説得して病院

に連れてきてくださいだとか、それができれば相談する必要がないのですが、

そうやってその本人や家族は社会から孤立化していきます。また、表には出

ていなくても、医療や福祉のサービスが受けられない障がい者が罪を犯し、

刑務所に行くケースも数多く存在します。 

 しかしながら、病院側から見れば、家族が生活をともにすることは不可能

なことも承知の上、それどころか、放置をしていたら先々どうなるかも予想

がつきながらも、診療報酬が受けられない診療を続け、ボランティアに専念

することはなかなかできないのも理解できます。また、対象者が家族に対し

ても凶暴なのに、病院や保健所などの行政機関がそのリスクを背負う覚悟、

勇気は、相当持っていなければ手出しができないのも理解できます。だから、
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このアウトリーチ事業は大変意義のある事業で、しかも、家族の方から見れ

ば、頼ることができる最後の行政サービスでございます。 

 しかしながら、三重県ではこのサービスを受けられるのは鈴鹿市と亀山市

だけで、他の地域では受けることができません。また、亀山市、鈴鹿市でも、

中心的に携わっていただいている鈴鹿厚生病院が、ある意味、採算には少し

目をつぶっていただいている状況で、どちらかというと、名誉院長の強い思

い入れによって続けられている状況です。 

 このような状況について、県の認識と今後の対応、方向性についてお聞き

したいと思います。 

   〔伊藤 隆健康福祉部長登壇〕 

○健康福祉部長（伊藤 隆） 精神障がい者に対する取組について御質問をい

ただきました。 

 まず、現状なんですけれども、議員から御指摘もございましたけれども、

精神障がい者の中には、症状があっても御自身は精神疾患であるという認識

が持てないとか、あるいは、そういったことがあり、家族が気づいても御本

人の納得を得られず受診につながらないと、こういった場合も多くなってお

ります。さらに、その家族につきましては高齢化が進行しているとかいうこ

ともございまして、家族の力自体が弱くなっていると、そういう状況もござ

います。こういったことから、保健所等の公的機関の関与がますます重要に

なってきているというふうに思っております。 

 それで、通常このようなケースにつきましては、保健所や市町での相談に

加えまして、各圏域に設けました障がい者総合相談支援センター、これとか、

そういった相談機能の充実に取り組んでまいりましたが、それぞれの窓口に

は御本人でなく御家族が相談に来られることも多く見られるということでご

ざいます。 

 御家族からの相談があった場合は、保健所の保健師等が自宅を訪ね、御本

人と面会し、本人の生活のしづらさなどを受けとめながら、必要があれば医

療機関につなぐと、そういった支援もしているわけでございますけれども、
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御指摘のとおり一度では御本人と会えないということもよくあります。その

場合にも家族等と面談を重ねる中で、根気強く訪問を続けると、そういった

ことで支援につながるケースもあるということでございます。保健所の訪問

のみでは支援が困難な場合は、民生委員でありますとか警察署などの関係機

関と連携して支援を行っているところでございます。 

 それで、アウトリーチ推進事業でございますけれども、この事業の背景で

ございますけれども、これまでの我が国の精神障がい者につきましては、精

神科病院で長期的な入院を余儀なくされていたと、その反省から、障がい者

の地域生活を維持、支援する施策、これが展開されるようになってきたとい

うことと、もう一つは、在宅の精神障がい者、これが、医療に適切につなぐ

ことができず、御本人とか御家族も苦しんでいると、そういう状況が散見さ

れたということで、先ほど御紹介がありましたような精神障がい者アウト

リーチ推進事業というのが始められ、一定の効果が出ているということでご

ざいます。 

 本県におきましては、平成23年度から事業を開始いたしました。実施して

おります鈴鹿亀山地区につきましては、鈴鹿厚生病院のほうが保健所とか市

とか障がい者総合相談支援センター等の地域の機関と連携をいたしまして未

受診者等への支援を行っているということで、昨年度までに46人の方を支援

し、31名の方が医療機関を受診し、結果として現在は安定した地域生活を送

られているということで、また、引きこもっていた方が入院し、治療をされ

て、退院後、一般就労ができたり、あるいは福祉事業所へ通所できるように

なったというようなケースも多く挙がっています。 

 こうした成果を踏まえまして、他地域へも事業を広めていきたいというふ

うに考えておりますけれども、精神科の医療機関につきましては医師や看護

師が不足していることや、こうした事業の成果が十分に知られていないこと

などから、事業を受託いただける医療機関が見当たらないと、そういった状

況でございます。 

 このため、従来からの保健所の訪問等の取組に加えまして、このアウト
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リーチ推進事業で対象となりました精神障がい者の方について一定の成果が

得られているといったことを、今後は成果を報告する場を設けるなどいたし

まして関係機関の理解を促しながら、他地域への拡大について、これも検討

していきたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

   〔33番 津田健児議員登壇〕 

○33番（津田健児） 困っていらっしゃる方が大変多くおみえです。四日市の

人にもそういった方々の相談を受けました。保健所や病院で聞いたらどうだ

という話をしたんですけれども、なかなか、１回、２回は、保健所の方、

行っていただくんですが、それからは続かないだとか、何かあったら警察に

行ってくださいだとか、やっぱり自分の子どもなので多少暴力を振るわれて

も我慢されている家庭というのはたくさんありますので、そういう意味にお

いて、鈴鹿・亀山市外でも県下平等に公平にそのサービスが受けられるよう

に、予算の都合上もありますけれども、頑張っていただきたいというふうに

思います。 

 次に、精神障がい者の入院の形態は幾つかあるわけでございますが、主に

措置入院と医療保護入院があります。措置入院は、患者になる方が自傷他害

のおそれがあるということと、精神保健指定医２名による診断で入院する必

要がある場合、本人の同意を得なくても警察官の立ち会いで自宅まで訪問し、

入院をさせる制度です。医療保護入院は家族の同意と精神保健指定医の診断

によって入院する制度ですが、実際は本人への説得が必要です。 

 ですので、警察官の立ち会いについては、大変失礼なところかと思います

けれども、それぞれの交番、派出所によって違うようでございますので、で

すので、何かあった場合に備え、警察官の立ち会いが必要だと思いますが、

統一された対応についてお願いをしたいと思いますが、これについてどう思

われるでしょうか。 

○警察本部長（大賀眞一） お答えします。 

 医療保護入院に関する警察官の立ち会いでございますけれども、医療保護
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入院に関しましては従来からも、関係機関等と連携を図りながら、対象者が

非常に暴れられたりして自分を傷つけられる、あるいは他の方に害を及ぼす

おそれが高いといったことなど、対象者宅への臨場の必要性が認められる場

合には、危害防止のため警察官が立ち会いを行っているというところであり

ます。 

 県警としましては、関係法令に基づきまして、県でありますとか保健所、

病院等の関係機関と連携しながら、個々の事案に応じて警察官の臨場の必要

性を総合的に判断し、対応をしていきたいと考えております。 

   〔33番 津田健児議員登壇〕 

○33番（津田健児） 個々の事案で判断をするということは、行くか行かない

かの判断はアウトリーチの担当の方ではなくて警察で判断していくというこ

とでございます。多少仕方がないのかなというふうに思いますけれども、先

般、大阪で、本当かどうかわかりませんけれども統合失調症と言われる方が、

エレベーターの前で、１歳になる赤ちゃんの前で殺害をしたとか、あるいは、

神奈川県でひきこもりの子どもが生活態度を親から注意されてかっとなって、

お母さん、おばあちゃんを殺しただとか、そういうケースは表には出ていな

くても多々あると思います。ですので、対象者といっても警察官が今持って

いる情報というのはアウトリーチの方々から見れば大変薄いものであろうと

思いますので、その判断というのは、お医者さんや看護師さんや精神保健福

祉士の方々が、患者さん、対象者さんの性格だとか、あるいは介護をしてい

る方の体力的な面を含めて議論して警察に要請をすることなので、きちっと

対応していただきたいなと思います。 

 隣の奈良県でアウトリーチ事業を進めておられる担当者の方に聞きました

ら、奈良県の場合はしっかりと警察署で対応していただけると言うんですね、

交番や派出所じゃなくて。三重県の場合は、警察署では対応できないと、だ

から、交番へ行って、派出所へ行って、お願いをしたら同席してくれる人も

おるししてくれないところもあるので、ですので、統一的な対応を要望した

いということと、口で言っておっても仕方がないので、アウトリーチという
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のは先ほど言いましたように、いろんな地域の方々、民生委員や自治会長も

含めてチームを組んで、そういった方々が孤立していかないためにチームを

組んで頑張っているので、一度オブザーバー的にちょっと参加をしていただ

くことをお勧めしますけれども、それについてはどう思われますか。 

○警察本部長（大賀眞一） アウトリーチ事業に関しましては、基本的には県

のほうでやられている事業でございます。ただ、個人の生命、身体、あるい

は財産の保護に任じる警察といたしましては、個々の事案に応じて的確に対

応したいと思いますけれども、オブザーバー参加云々ということもございま

したが、通常、いろんな段階で保健所等と連携はしておりますので、いろん

な要請があれば考えたいと思います。ただ、精神保健福祉連絡会というのが

ございまして、こういったものには警察署の参加もしていると、このように

承知をしております。 

   〔33番 津田健児議員登壇〕 

○33番（津田健児） 個々の事案に対応していただくということでございます

けれども、一度話を聞いてやってください。要請があればという話もいただ

きましたけれども、実際問題、アウトリーチの方々と三重県警が相談し合っ

て、話し合ってという形跡が全くございませんので、県警本部長、いろいろ

相談を受けている、話し合っていると言いますけれども、アウトリーチにつ

きましてはそういう話し合いがなされていないので、個人的でもいいので一

度そういった担当の方々のお話を聞いてやってください。 

 身近な人がそういう人だとか家族がそういう人だというとその思いがしっ

かりと伝わっているんですが、身近にそういう人がいないとなかなか実感と

して湧いてこないので、現場へ行って聞いていただきたいと思いますし、ま

た、アウトリーチの設置要綱の中にも、県は関連機関と調整をしていかなけ

ればならないというような文章があったと思いますので、県としてもできた

らしっかりと協力をしてやっていただきたいというふうに思っております。 

 それでは、次の質問に移りたいと思います。 

 美しい街路樹の景観づくりでございます。 
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 フリップを見ていただきたいと思います。（パネルを示す） 

 いろいろとちょっと写真を用意させていただいたんですが、これは、知事、

覚えていらっしゃるかどうかわかりませんけれども、昔、知事が選挙事務所

を構えた前の松本街道というところです。イチョウだと思いますけれども、

やっぱりぶち切りなもんで、何の木かわからないような状態でございます。 

 悪い例を幾つか持ってきました。（パネルを示す）ぶち切りされた格好の

悪い木でございます。（パネルを示す）これもそうです。 

 （パネルを示す）最後に、適当に、ああ、きれいだなと思った写真を持っ

てきたんですけれども、きれいだねということでございます。 

 このように、県内の沿道沿いには身近な緑を増やすために街路樹が植えら

れていますが、先ほどの写真のように、枝、幹ごと根こそぎ伐採されて惨め

な姿をさらしている、いわゆるぶち切りの街路樹を見ることがあります。こ

れも地域住民の要求でありまして、民度のあらわれかもしれませんが、まち、

道路の景観を損ねている現実があり、非常に残念でなりません。また、子ど

もの自然に対する感性を育むという意味においても、過度な伐採は感性や美

的センスの貧困につながるのではないかと思っております。 

 特に欧米や先進国において、このように街路樹を丸裸に切ってしまう国を

私は見たことがありません。ですので、来年サミットには間に合わないかも

しれませんが、風光明媚な三重の自然の景観を満喫していただく欧米の方々

をがっかりさせることがないよう、街路樹の景観に配慮していただきたいと

思います。北海道洞爺湖サミットでは花いっぱいにして訪問客を迎えたよう

でございますが、三重県は、花、木によるお出迎えの中身の議論はこれから

ですが、サミットを機に街路樹の景観も大事にしてもらいたいです。 

 そこで、美しい景観を形成するために、街路樹を丸裸に切らないようにす

る、住民からそういう要望があっても景観を守る重要性を理解していただく

努力をすべきだと考えます。 

 これから質問なんですが、一つは、県民のクレームの大小によって、それ

ぞれの建設事務所や路線ごとに基準がばらばらになりがちでございますが、
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都市景観や緑化政策に対し専門的な知識で木の伐採を計画的に統一された監

督指導をしていただくため、職員の研修の充実、できたら職員の配置をお願

いしたいと思います。これが一つ。 

 もう一つは、どうしても安い予算で、短い期間でという条件で仕事を発注

してしまいますと、やっぱりぶち切りにならざるを得ない、草刈りの作業み

たいになってしまいますので、発注の方法、仕様書の工夫、もしくは総合評

価方式を含め御検討をしていただきたいと思いますが、県土整備部長にお伺

いいたします。 

   〔水谷優兆県土整備部長登壇〕 

○県土整備部長（水谷優兆） それでは、街路樹の剪定についてお答えをいた

します。 

 県管理道路にある多くの街路樹は、限られた敷地内に植樹されているため、

通行車両や歩行者などの安全の観点から必要な道路空間を確保するため、剪

定の際に大部分の枝葉を伐採しています。 

 一方で、無電柱化や歩道の修景化などを通じて景観に配慮した道路整備に

も取り組んでいるところです。景観への配慮については、平成22年度に策定

した三重県公共事業等景観形成ガイドラインに基づいた研修を行うことによ

り、職員の意識の向上を図っているところです。 

 今後は街路樹の剪定についても、業務を担当する職員に剪定に関する研修

の受講を促し、専門的な知識を持った職員の育成に努めてまいります。 

 また、街路樹の剪定業務は、造園業登録業者を対象に一般競争入札で、い

わゆる価格競争により委託業者を選定しています。業務の発注方法について

はどのような方法が可能であるかについて、関係団体とも意見交換をしなが

ら検討していきたいと思います。 

   〔33番 津田健児議員登壇〕 

○33番（津田健児） ありがとうございました。 

 道というのは、物、人が行き来する、これが一義的な目標でございますけ

れども、やっぱり景観というのは非常に大事だなと。道を見て、道路を通っ



－411－ 

て、豊かさを結構感じることができまして、もうかれこれ20年ぐらい前にな

りますけれども、海外旅行でロサンゼルスに行ったときに、海外に行ったと

き、どこでもそうだと思いますけれども、アメリカなんかはフリーウエーへ

行くと片道５車線ですし、また、まちにおりますと歩道も広いですし、芝も

植えてあったり木が植えてあって、本当にアメリカという国は豊かだなと初

めてそのとき思いました。そのときに、よく日本はこの国と戦ったなという

ことを思った思い出があるわけでございますが、やっぱり、道を見て豊かさ

を体感する、豊かさを感じるところというのは多々あろうかというふうに

思っております。 

 先ほど部長のほうから、造園協会、造園の関係者の方々と相談しながら進

めていくということでございますが、しっかりとその話を聞いてやっていた

だきたいというふうに思います。造園業に携わる方々というのはいろんな資

格や勉強をしております。でも、仕事の出し方が安くてこの期間でと言われ

ると、私もできるようなこのぶち切りにならざるを得ないんですね。やっぱ

り造園業の方々もせっかく勉強して資格を取っておりますので、県民から、

市民から見て、ああ、この道、本当にきれいだなというふうに言ってほしい

というふうに思っています。だから、美しい街路樹というんですか、美しい

三重県の景観づくりにつながるような仕事の出し方、総合評価方式はなかな

か難しいかもしれませんけれども、仕様書を変えていただいたり、美しい景

観づくりにつながるような仕事の出し方の工夫を相談しながら構築してやっ

ていただきたいというふうに思っております。 

 いろいろとお話をさせていただきましたが、知事、頑張ってください。一

生懸命私も応援しますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 今日は本当にありがとうございました。これで質問を終結します。（拍

手） 

○議長（中村進一） 23番 津村 衛議員。 

   〔23番 津村 衛議員登壇・拍手〕 

○23番（津村 衛） おはようございます。新政みえ所属、尾鷲市・北牟婁郡
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選出の津村衛です。議長のお許しをいただきましたので、早速一般質問に入

らせていただきます。 

 これまでも、私は一般質問において、違法操業対策や漁業の振興について

取り上げさせていただきました。早い者勝ち、とった者勝ちの従来の漁業の

システムが限界に来ており、漁業振興や持続可能性を考えれば、個々の漁業

者や漁船で漁獲をできる量を制限する個別漁獲枠制度へ移行する資源管理の

抜本的な改革や意識改革が必要であると私は強く認識をしています。 

 今回は、現在、窮地に立たされていると言っても過言ではないほど経営が

厳しい養殖漁業について質問をさせていただきます。 

 2012年の世界の水産物の生産量は、天然の水産物をとる漁獲と育てる養殖

を合わせて１億5800万トンで、その内訳は、淡水と海水を合わせた総漁獲量

は9130万トン前後で、漁獲量は近年頭打ちの状況で横ばいに推移をしており

ます。逆に、淡水と海水を合わせた養殖の総生産量は6660万トンで、養殖生

産量は年々増加をしております。 

 ここで、参考に資料を見てください。（パネルを示す）この表は2009年ま

でのものですが、表からもわかるように、天然の漁獲量が横ばいであっても

養殖の生産が年々増加しているということで、トータルの水産物の生産量は

増加しているというのが世界の流れであります。 

 現在、水産資源は持続できる限界近くまで世界中で利用し尽くされている

と言われています。特に海洋漁業については、資源の多くが開発され、持続

的生産の上限近くまでの漁獲量に達していると言われており、今後は、天然

の魚の漁獲量に大幅な伸びは期待できないと言われています。 

 しかしながら、中国を中心に世界各国で魚の消費が増加しており、天然の

魚の漁獲量が増えない以上、当然のことながら、世界的には養殖への期待や

依存が高まり、養殖の生産が急激に増加をしております。昨年２月に発表さ

れた報告では、2030年までに世界の食用の魚の３分の２近くが養殖になると

まで報告をされています。 

 一方、日本国内の水産物の生産量はどうなっているかといいますと、世界
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のトレンドと比べると大きく違ってきています。 

 ２枚目の資料を御確認ください。（パネルを示す）天然の漁獲量は、1984

年、昭和59年の1160万トンをピークに激減し、2009年には420万トンと、約

25年間で半分以下にまで減少をしている状況です。養殖の生産量は、1984年

の120万トンから現在までほぼ横ばいであり、トータルの水産物生産量は激

減というのが日本の現状であり、１枚目の世界の生産量の推移と、２枚目の

日本の生産量の推移を見比べていただければわかりますように、世界と日本

の流れは必ずしもリンクはしていません。 

 養殖への期待と依存が高まり、世界の養殖の生産量は激増しているにもか

かわらず日本で養殖生産量が横ばいなのは、魚価の低迷や養殖の餌である飼

料価格の高騰などが主な要因であると言われており、このままの状況が続け

ば、日本の養殖漁業の存続も危ぶまれています。 

 養殖の餌の主な原料は魚を粉にした魚粉であり、魚粉の原料となる魚はカ

タクチイワシ、アンチョビが主体です。ペルーやチリが輸出国として世界

シェアの半分近くを占めています。対して輸入国は、日本を含めて、中国、

ノルウェー、ドイツ、台湾などが上位にあり、特に中国は全体の40％近くを

占めており、魚粉の国際相場は中国の動向に大きく影響されている状況であ

ります。 

 日本の魚粉の消費量は、2009年ですが、漁業養殖用の餌の原料として18万

5000トン、漁業養殖以外の餌の原料として14万8000トンで、合計しますと年

間33万3000トンの魚粉を消費しています。そのうち、約28万トンを輸入によ

り賄っている状況であります。 

 2006年には、原材料となる魚が減少したことなどにより中国の買い付けが

一気に高まり急騰したことや、また、最大の輸出国であるペルーが漁獲制限

などにより魚粉の価格が高騰したことなどで、魚粉のほとんどを輸入に頼っ

ている日本では養殖漁業に大打撃を与えました。 

 県内の養殖マダイの価格の推移を見てみましても、１キロ当たりの浜値は、

平成元年では1500円程度だったのが年々減少し、数年前には850円に、現在
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では640円まで魚価が下がっています。養殖にかかる費用のうち、餌代が占

める割合は約８割であり、ほとんどが餌代であります。魚価は下がり、餌代

は高騰するということで経営が非常に厳しく、県内の養殖生産量も養殖業者

も減少し続けています。 

 この養殖餌の価格高騰に対して唯一国が実施している支援策に漁業経営

セーフティーネット構築事業がありますが、一定の効果はあるものの全てを

カバーできるものではなく、依然として厳しい経営状況が続いており、さら

なる支援や抜本的対策を求める声が県内各地から上がっています。 

 養殖餌の原料である魚粉を輸入に頼っている以上、常に価格の変動や他国

の状況に左右されてしまい、安定した経営ができません。このままでは、全

国的にも恵まれた養殖漁場であり、養殖漁業の先進県であった三重県の養殖

漁業が壊滅的になり、後継者もいなくなってしまうのではないかと危惧をし

ているところであります。 

 短期的には餌価格の高騰に対する直接支援や助成制度が有効的であるとは

思いますが、中長期的な取組として、養殖餌の魚粉の割合を低減した低魚粉

飼料の研究開発を進めることが喫緊の課題であると考えます。 

 養殖餌は、たんぱく質である魚粉、脂肪分の魚油、糖質のでん粉を三大栄

養素として配合されていますが、現在では、魚粉にかわるたんぱく質として

植物性原料に注目をして低魚粉化の研究が行われていますが、従来の養殖餌

は魚粉の割合が５割から６割程度でしたが、近年では研究も進み、３割から

４割近くにまで魚粉の割合を下げることに成功したという成果も出ていると

いうふうにお伺いをしています。 

 以上、少し長くなりましたが、まず、県として養殖餌の高騰対策について

今後どのように取り組んでいくのか、また、具体的な対策の一つとして低魚

粉飼料の研究や、今後の取組などについても含めてお聞かせをください。 

   〔仲繁樹農林水産部長登壇〕 

○農林水産部長（仲繁樹） ただいま御質問のありました養殖漁業の振興の

中で、養殖用配合飼料の高騰対策、さらには低魚粉飼料の研究開発について、
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２点についてお答えを申し上げます。 

 県内の魚類養殖は熊野灘沿岸でマダイを中心に行われ、平成25年の生産額

は70億円と、重要な漁業の一つです。 

 魚類養殖で使用される配合飼料については、議員も御指摘のとおり輸入魚

粉が多く使われていますが、輸入魚粉の原料であるペルー産カタクチイワシ

の漁獲制限等により輸入魚粉価格が上昇しています。そのため、配合飼料価

格も高騰しており、餌代が経費の大部分を占める魚類養殖業者の経営を圧迫

しています。 

 そこで、県ではマダイ等の養殖業者の持続的かつ安定的な経営を図るため、

今年５月20日ですが、農林水産省に対し、飼料価格高騰の際に支払われる、

議員の御指摘もありました漁業経営セーフティーネット構築事業の補塡金の

引き上げや、配合飼料の原料となる国産魚粉の確保に対する支援を要望して

まいりました。 

 また、魚粉の使用料を減らしたり、あるいは魚粉を使用しない配合飼料の

開発は、魚類養殖業にとって重要な課題となっており、県では以前から、魚

粉の割合を下げた低魚粉飼料の開発に取り組んでまいりました。 

 平成26年度に実施しましたマダイを用いた室内水槽実験では、米ぬか等を

添加した低魚粉飼料であっても通常の配合飼料と遜色なく成長をいたしまし

た。魚粉を大体50％から20％に下げ、その分30％は米ぬかを入れる、このよ

うな実験でございますが、この成果を受け、現在は実際の養殖環境に近い海

上での飼育試験を行っています。 

 こうした研究に加え今年度からは、国、東京海洋大学、東北大学、長崎県、

愛媛県の各研究機関と共同で、大豆油かす等を添加した低魚粉飼料を用いた

マダイ飼育試験も行うこととしています。 

 水産庁からは、魚粉価格の高騰の主な原因となっていますペルーの漁獲制

限が平成27年４月９日に解除された、こういったことから、秋以降には輸入

魚粉の価格が安定する見込みであるという情報も聞いています。 

 今後も配合飼料価格の推移等を注視するとともに、中長期的な配合飼料価
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格の上昇に備え、低魚粉飼料の開発など、養殖漁業の振興に取り組んでまい

ります。 

 以上でございます。 

   〔23番 津村 衛議員登壇〕 

○23番（津村 衛） ありがとうございました。 

 まずは国に対してさらに補塡してもらうようにということで要望を上げて

いただいているということとともに、国、あと大学と一緒になって研究して、

これからも進めていただけるということで御答弁をいただきました。 

 確かに、今年の秋から輸入の価格が安定するのではないかというふうには

言われていますが、それはやはりいっときのことであって、どうしても今後、

さらに毎年のように変動してしまうという可能性があります。ですので、や

はり研究をさらに進めていくというのが中長期的に考えた中で一番大切かな

というふうに思っております。 

 先ほども低魚粉の飼料についての話をさせていただきましたが、漁業者の

中には、低魚粉、いわゆる配合飼料の中の魚粉の割合が低くなると、どうし

ても餌食いが悪くなるんじゃないかということで、すごく心配されている漁

業者の方がたくさんいらっしゃいます。 

 そういう方々がたくさんいればどうしても、たとえ県がいろいろと研究し

て成果を出したとしても、県が養殖の飼料をつくるメーカーになるわけでは

ありませんので、やはりその餌を使う漁業者の方がそれを理解して、低魚粉

でも自分たちはやっていくよ、使っていくよということがなければ、言うた

ら飼料メーカーもその餌をつくることが利益につながらなければつくらない

ということになると思いますので、やはり低魚粉でも魚がしっかりと育つん

だよということ。あと、県がいろいろと研究した結果、こういうことができ

ましたよというあたりを、しっかりと養殖業者と、あと飼料メーカーにしっ

かりと共有していただいて、今後も少しでも研究を続けていただいて、さら

なるスピード感を持ってこの難局を乗り越えていただきたいなというふうに

思っております。 
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 最初にも言わせていただきましたが、たとえその低魚粉が実現をしたとし

ても、一定の魚粉というのはどうしても必要になってこようかと思います。

その魚粉は、全国もそうですし、世界も含めても漁獲量が下がっている中で、

どうしても輸入に頼らざるを得ない状況であるこの日本を考えますと、やは

りどこかで自国産、あるいは県産というのを考えていかなければいけないの

かなというふうに思っています。 

 そもそも1980年代には、国内でマイワシが豊漁だったこともありまして、

そのときは国産のミールによる国産魚粉が主流でした。そのときには魚粉の

製造業者も各地で増えたというふうに伺っておりますが、マイワシがとれな

くなった90年代からは国内の製造業者も減少し、現在のように輸入に頼るよ

うになったというのが状況のようです。 

 ですから、今後も輸入に頼った魚粉を活用し続ける以上は、価格の変動に

よるリスクを避けることができないと思います。 

 ですので、今後は漁獲量の増加が見込めないにしても、例えば県内の水産

加工業者からたくさんのあらとかが出ると思います。それを活用して、三重

県ブランドとしての魚粉製造も検討すべきではないかなというふうに思いま

すが、そのことについて御答弁いただきます。 

○農林水産部長（仲繁樹） 養殖業者の皆さんからもそういった御要望はあ

ります。それで、先般、５月20日に農林水産省へ要望に参ったときでも、

セーフティーネットとあわせまして、そういった、いわゆる地域でとれる低

未利用魚であるとか、今まではほっておった魚とか、議員御指摘のように出

ますあらなんかを使って、それを今までの輸入魚粉にかえて魚粉にしながら

ミールにしていくというような、そういった加工施設等の建設に向けてもい

ろんな要望がありますが、いずれにしましてもかなり投資額の要るものです

ので、そういったものについても国のほうへそういった制度について要望を

しておるところでございます。 

 いずれにしましても、いろんな格好で、他府県の事例なんかも勉強してい

きたいと思っています。 
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 以上です。 

   〔23番 津村 衛議員登壇〕 

○23番（津村 衛） ありがとうございました。 

 確かに、初期投資といいますか、工場をつくるとなると多額の費用もかか

りますので、簡単にすぐにはというわけにはいかないと思うんですが、長期

的に三重県の養殖漁業をどういうふうに振興していくかという視野に立って

考えた中でしっかりとこれも検討をいただきたいなというふうに思いますし、

県内で出た魚のあらを県内の養殖飼料として使っていく、それで安定した経

営につなげていくということは、少し考えますと、やっぱり県内でのいい循

環で漁業が振興できるのかなというふうに思っていますので、検討をしっか

りとお願いしたいと思います。 

 最後に、知事にも少し見解をお伺いしますが、三重県の養殖漁業を元気に

していくためにはやはり、どんどん外に営業して、売り出して、もうけてい

ただかなければいけないというふうに思います。世界中で魚の消費量が激増

しています。県内外へのＰＲ、あるいは魚食普及という形の取組もやらなけ

ればいけないとは思いますが、輸出の促進にも力を入れていただきたいとい

うふうに思っております。今後の知事の養殖漁業の振興についての考え方を

お伺いします。 

○知事（鈴木英敬） まさに三重県の水産業にとって養殖業は大変大きな柱で

ありますし、特に県南部地域の基幹産業の一つだというふうに思っています。

先ほど津村議員からは輸出を例にとっておっしゃっていただきましたけれど

も、輸出、あるいは消費の拡大、あるいは養殖業自体の高付加価値化、こう

いうものに積極的に取り組んでいきたいと思います。 

 輸出については特に、平成26年度に県独自でやった調査では、例えばシン

ガポールとかの人たちは脂の乗った魚を消費したいというような意向がある

というふうに聞きましたので、三重県で言いましても、ブリとかマダイとか

マハタとか、そういう一定の脂の乗ったものを出せるものもたくさんありま

すし、そもそも養殖は、計画的に生産できる、あるいは品質が安定している、
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あるいは生産履歴がしっかりとれるので安全・安心であると、そういうよう

な特徴も持っていますので、そういう特徴とともに輸出の促進に向けても

しっかり取り組んでいきたいというふうに思います。 

 いずれにしても、そういう形で三重県の水産業にとっての大きな柱である

養殖業の振興に、現場の皆さんの意見もたくさん聞いておりますので、取り

組んでいきたいというふうに思っています。 

   〔23番 津村 衛議員登壇〕 

○23番（津村 衛） ありがとうございます。ぜひともお願いをしたいと思い

ます。 

 先ほども少し触れさせていただきましたが、養殖というのは三重県にとっ

て、すごく全国にも先駆けて、真珠のほうからなんですが、取り組まれてき

た、まさしく三重県というのは養殖の漁場としてはすごくすぐれているとい

うふうに伺っております。ぜひとも、先ほどおっしゃられましたように、知

事が先頭に立って三重県の養殖漁業をしっかりと支えていただきたいなとい

うふうに思いますので、よろしくお願いをいたします。 

 続きまして、次の質問項目に移らせていただきます。 

 二つ目の質問は、河川の堆積土砂撤去についてでございます。 

 河川堆積土砂撤去は、河川の流下能力の回復、洪水被害防止や軽減を図る

もので、県民の安心・安全の暮らしに直結する、県民からの要望が非常に強

い、県下全域、全建設事務所共通の課題の一つであります。川沿いに住む

方々は、大雨のたびに心配で不安な思いをされています。知事も県下各地を

回られて実感されていることと思います。 

 河川堆積土砂撤去については、平成27年版成果レポート（案）にもその必

要性や重要性が記載されていますが、昨年度は箇所選定の仕組みを全建設事

務所で展開し、撤去を推進していただきました。この箇所選定の仕組みとは、

実施方法の考え方と優先度の考え方をもとに、当該年度の実施箇所や今後２

年間の実施候補箇所を選定し、地元の市町と情報を共有するというものであ

ります。 
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 その箇所選定に当たり特に問題となってくるのが優先度の考え方でありま

す。治水の安全度と撤去の実現性を総合的に判断するわけですが、撤去の実

現性とは、具体的には処分地の確保ができるかどうかということであり、堆

積土砂撤去の必要性が高くても、たとえ地元からの強い要望がある河川でも、

処分地の確保ができなければ優先度は低くなり、事業化は難しくなります。

そのため、実際は処分地の確保が可能なところからしか事業化できないとい

う状況であり、これが、河川堆積土砂撤去がなかなか思うように進まない大

きな要因であると考えます。 

 成果レポート（案）の平成27年度の取組方向では、箇所選定の仕組みによ

り、引き続き事業を推進するとともに、砂利採取制度を活用した土砂撤去の

促進を図るとして、特に注力するポイントとして挙げられています。砂利の

採取制度は、有効活用できる砂利を県にかわって砂利採取業者等に採取して

もらうという民間の活力を利用して堆積土砂撤去を進めるという制度であり、

一定効果も出ているというふうに伺っております。 

 この平成27年度の取組方向には記載されていませんでしたが、この砂利採

取制度以外に私自身が特に注目をしていた取組の一つが民間受け入れ地の公

募です。これは、河川堆積土砂や道路工事に伴う残土などの建設発生土を民

間の建設工事へ流用したり、民有地に処分するなどの受け入れ地を公募する

ものであって、従来のように行政と業者間だけではなく、地元住民や地元の

自治会など地域としても堆積土砂撤去に協力できる取組の一つであると私は

期待をしておりました。 

 民間受け入れ地公募の昨年度の取組実績も含め、今後、特に注力して堆積

土砂撤去を推進するというその意気込みや今後の取組についてお伺いをいた

します。 

   〔水谷優兆県土整備部長登壇〕 

○県土整備部長（水谷優兆） 御質問のありました河川堆積土砂撤去の取組に

ついてお答えをします。 

 河川堆積土砂撤去については、近年の局地的な大雨の頻発など激化する異
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常気象のもと、県民の皆さんや市町から迅速かつ計画的な撤去が求められて

います。このことから、緊急かつ重要な課題として認識し、みえ県民力ビ

ジョンの命を守る緊急減災プロジェクトに位置づけ、現場の状況に応じて、

砂利採取制度を活用する方法、災害復旧として行う方法、そして、河川改修

として行う方法、河川維持として行う方法により、鋭意取り組んでいるとこ

ろです。 

 議員からも御紹介がありましたように、地元の市町と情報共有をするため

箇所選定の仕組みを構築し、毎年の出水期後の堆積状況を踏まえながら優先

順位を検討しています。この中でも砂利採取制度を活用する方法については、

河川堆積土砂を資源化でき、財政負担が少ない方法であることから、砂利採

取者への支援策も講じながら積極的に取り組んでいるところです。具体的に

は、平成21年度から事前測量や砂利採取箇所のヨシや表土の撤去を県が実施

できることとし、平成26年度からは、県が掘削し、河川区域内に仮置きした

土砂を砂利採取者が採取することができるようにするなど、支援策を拡大し

ました。 

 なお、堆積土砂の撤去に当たっては、先ほど御指摘もありましたように処

分地の確保が課題であったため、平成26年度に新たな処分地確保の手法とし

て民間受け入れ地を公募したものの応募がありませんでした。 

 河川堆積土砂撤去については、平成27年度三重県経営方針（案）における、

社会情勢の変化等に対応するため、特に注力する取組に位置づけ、推進して

まいります。今回の６月補正予算で４億6000万円を計上し、総額７億2000万

円としています。 

 箇所選定の仕組みにより、実施箇所の優先順位を市町と共有しながら、砂

利採取制度の活用促進も図りつつ、河川堆積土砂の撤去に努めていきたいと

考えております。 

   〔23番 津村 衛議員登壇〕 

○23番（津村 衛） 御答弁をいただきました。 

 補正で4.6億円予算計上していただいて、しっかりと取り組んでいただけ
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るというその意気込みはすごく感じることができましたので、ぜひとも進め

ていただきたいというふうに思いますが、応募がなかったということで御答

弁をいただきました。 

 平成25年12月の防災県土整備企業常任委員会の小林委員長から、委員長報

告の中でこの河川堆積土砂についても触れられています。県当局からは、残

土処分地の公募の検討など、河川堆積土砂撤去の推進に向けた報告があり、

期待をしておりますというふうに委員長報告されております。私だけではな

く、当時の委員会としても非常に注目をし、期待をしていたということにな

ろうかと思います。先ほど御答弁いただいたように、実績というか、応募が

ゼロであったということに対して、残念ではありますが、そのこと自体を責

める気はありません。ただ、公募の仕方であったり、ゼロであったというこ

とに対してどのように検証されたのか、また、今後も公募を続けていくのか

どうか、そのあたり、御答弁をいただきたいと思います。 

○県土整備部長（水谷優兆） 今後の残土処分地の公募のことについて御答弁

させていただきます。 

 平成26年度に行った公募では、残土の発生場所や予定量、搬出期間などを

示すとともに、応募できる条件をホームページに掲載し、平成26年９月から

平成27年３月末までの７カ月間募集を行いました。応募条件は、受け入れに

伴い必要となる、例えば農地転用許可や砂防指定地内の作業許可など、関係

法令の手続を申請者が行うこと、また、受け入れ土量が１万立方メートル以

上であること、搬入路が確保されていることなどとしていました。 

 応募がなかった要因としましては、受け入れ土の利用可能な用途、どのよ

うなところに使える土であるかということが明示されていなかったことや、

受け入れ土量が１万立方メートル以上と大量であったこと、また、募集期間

が短かったことなどと考えております。 

 引き続き、河川堆積土砂撤去を推進するため、公募の内容を検証し、制度

の改善について検討してまいります。 

   〔23番 津村 衛議員登壇〕 
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○23番（津村 衛） ありがとうございました。御答弁いただきました。 

 いろいろと検証された結果、例えば、募集していた期間が短かったであっ

たり、土が大量であったとかというあたりが原因ではないかというふうな検

証をされたというふうにとりましたが、何よりもまず、募集をしていますよ

ということをどれだけの方が知っていたか、ここがまず大切なのかなという

ふうに私は思います。実際、常任委員会としても、当時、期待をしています

という委員長報告があったぐらいですから、例えば、公募するに当たって、

もちろん県民であったり県議会に対して、こういうことをやりますよという

ことでしっかりとＰＲをしていただけたのかどうかというあたりも気にはな

るところですし、この建設発生土の民間受け入れ地の公募要領の第５条では、

公募するに当たっては、ホームページ、その他の方法で公募するというふう

にありますが、先ほどおっしゃられましたホームページでは私も確認はさせ

ていただきました。では、その他の方法ではどのように広報されたのですか。

お聞かせください。 

○県土整備部長（水谷優兆） 事務所等の掲示等にとどまっていたように思っ

ていますので、そのあたりのことについてもいろいろ検証し、より多くの方

からの応募があるように今後取り組んでいきたいと考えております。 

   〔23番 津村 衛議員登壇〕 

○23番（津村 衛） その答弁でわかりました。ホームページ以外はされてい

なかったということだというふうに理解をしました。 

 先ほどもお話しさせていただきましたように、どれだけの人がこの公募の

ことを知るかというのが非常に大切かなというふうに思っております。 

 一つ、これは福井県の事例なんですが、少し紹介をさせていただきたいと

思いますが、福井県では先行して、もう数年前からこの民間の受け入れ地の

公募をやられております。私もちょっと確認をさせてもらったんですが、こ

れは、福井県も三重県もそうなんですが、河川の堆積土砂のみではなくて、

もちろん建設発生土ということもありますので、当然、土の質であったり、

量にもよって一概には言えないというか一くくりには言えないんですが、福
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井県でも取組の当初は応募はゼロだったというふうに伺っています。しかし、

福井県として、やっぱりこれは力を入れていかなければいけないからという

ことで、継続してこの事業を取り組んでいただいているそうです。現在では、

年度によって多少の増減はあるものの毎年一定の効果があって、募集される

ということで実績を残されていらっしゃいます。 

 実際に、どのように県民に広報しているんですかと聞いたところ、もちろ

ん県のホームページ、定期的なプレスリリース、県の広報にも載せています

し、県下各地の市町にしっかりと協力を依頼して、地元の自治会の回覧板と

かでも回していただいているというふうにお伺いをいたしました。この事業

を継続している中で、当初は、発生した場所から直線距離５キロメートルま

では県が費用を負担するというふうな、もともとそういう仕組みだったそう

なんですが、地元からのいろんな強い要望もありまして、５キロメートルで

はなく10キロメートル圏内まで県が費用を負担するというところまで、制度

そのものがどんどんよくなってきたというふうにお伺いをしております。 

 ですので、昨年始めてすぐに、当然、１年や２年で効果が出るものではな

いというふうに思っておりますが、引き続き継続してこの事業を粘り強く

行っていただきたいと思いますが、そのあたりにつきまして、部長の決意を

お願いしたいと思います。 

○県土整備部長（水谷優兆） 今御紹介いただきました県の取組についての広

報の仕方等も参考にしながら、より多くの方に県の取組を知っていただくた

めの取組を進めていきたいと思いますし、堆積土砂撤去がより一層進むため

に公募には引き続き取り組んでいきたいと考えております。 

   〔23番 津村 衛議員登壇〕 

○23番（津村 衛） ありがとうございます。 

 福井県以外も少し、ちょっと御紹介をさせていただきますが、例えばほか

の県では、堆積土砂の有効活用に関する懇談会を開いたり、あるいは検討会

を開いたりして、地域の方々と一緒になって、この土があるんだけど何か使

える方法はないかというようなあたりを、地域の方々と一緒になってその利
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用方法を議論していく、そんな取組もあるようですし、実際に業者の方々に

一緒になって現場に行ってもらって、こういう土があるんですよ、これだけ

の土砂が出るんですよと実際に目で見てもらうことによって、それならあそ

こに使えるかなというような、例えばどんどんその現場現場で新たな活用に

もつながっているというような事例もあるそうです。 

 河川の堆積土砂ですので、土砂の種類、状態にもよってそれぞれは違いま

すので、先ほども言いましたけれど一くくりにはできませんが、例えば防災

の高台公園に使うとか、あるいは、地元からは田畑のかさ上げに使えるん

じゃないかというような、私、要望もいただいております。ですので、これ

までのように、行政とか業者、あるいは特定の人だけの話ではなくて、地域

全体に幅広く県の取組を知っていただいて、地域全体で堆積土砂を少しでも

減らせるように、撤去が進むように取り組んでいただきたいというふうに思

いますので、引き続きお願いをしたいと思います。 

 続きまして、三つ目の質問に入らせていただきます。 

 アクティブ・シチズンについてなんですが、このアクティブ・シチズンに

ついてはこれまでも議会で何度となく取り上げられ、三重県で定着してきた

フレーズの一つかなというふうに思っております。 

 知事２期目就任初の知事提案説明においても、県行政自らの変革を進める

中で、県民の皆様にもアクティブ・シチズンとして積極的に社会に参画して

いただくことを呼びかけながら、日本一幸福が実感できる三重の実現を目指

し、政策を推進してきたことや、新しい三重づくりを進める上で、アクティ

ブ・シチズンの意義や協創の必要性はますます強くなってきていると考えま

すと発言をされております。 

 これまでの議会の答弁を聞いていますと、アクティブ・シチズンとは、そ

の人の年齢、性別、経済状況、健康状態、障がいの有無などにかかわらず、

全ての県民一人ひとりがその能力や特性を生かし、主体的に社会にかかわり、

力を発揮し行動することで、新しい価値を創造していくという、自ら行動す

る県民ということであり、自立したくてもできない人、行動したくても行動
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できない人という社会的に弱い立場にある方々も社会全体で支える取組を進

め、行政だけでは行き届かないようなサポートをアクティブ・シチズンの皆

様の力もかりて進めていくとしています。 

 自分自身もそうでありたいと思いますし、そのように努力している人たち

の支えになっていきたいと思います。知事のアクティブ・シチズンを目指す

その思い、願い、目標には大いに私自身も共感をするところであります。 

 そこでお伺いをいたしますが、平成24年にみえ県民力ビジョンを作成し、

これまで様々な取組を通じてアクティブ・シチズンを目指してきたわけです

が、知事の実感として県民のアクティブ・シチズン度は向上してきたのかど

うか、これまでの取組に加え、今後の問題や課題などをお聞かせください。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） アクティブ・シチズンについて御質問をいただきました。

答弁させていただきます。 

 私は４年前に知事に就任し、未来に夢と希望を持つことのできる新しい三

重をつくり上げるため、みえ県民力ビジョンを策定し、「県民力でめざす

『幸福実感日本一』の三重」を基本理念に掲げ、取組を推進してきました。

幸福実感日本一の三重は、県の取組だけで実現するものではなく、県民の皆

様の力を結集して地域の課題の解決や魅力の向上などに取り組む必要があり

ます。このため、県民の皆様にアクティブ・シチズンとして積極的に社会に

参画していただくことを呼びかけながら、協創の取組を推進してきました。 

 県民の皆様お一人お一人がアクティブ・シチズンとしてこうした三重づく

りにそれぞれの立場で参画していただくことが幸福実感の向上につながると

考えています。例えば、みえ県民意識調査によりますと、地域活動への参加

について、地域活動に参加経験がある層の幸福感が、参加経験のない層より

も高くなっています。これらの三重づくりを進めていく上で、地域課題の解

決に向けての県民、企業、団体等の様々な活動をつなぐことや、活動の場づ

くり、連携の仕組みづくり、活動の様子の情報発信、こういうことなどが県

の役割として重要だと考えています。 
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 先ほど津村議員も触れていただきましたように、今申し上げた連携の仕組

みや活動の場づくりの中には、自らだけではなかなか立場が弱く社会参画が

難しい方とも手を携えて、そういう人たちが連携し支え合う仕組み、そうい

うものも含めているということでございます。こういう形で、現行動計画の

中でその具体的なプロジェクトとして新しい豊かさ協創プロジェクトを設定

し、推進してきておるところでございます。 

 また、私自身も100回を超えるみえの現場・すごいやんかトークでは、ま

さにアクティブ・シチズンとして地域で活躍されている方々の生の声をお聞

きし、地域課題の解決に積極的に取り組む県民の皆様が徐々に増えてきてい

ること、また、そうした活動が県民の皆様の生き生きとした暮らしや自己実

現につながっていることを実感しております。 

 今後も幸福実感日本一の三重の実現を目指して、一層、協創を進める必要

があると考えており、次期行動計画の策定を進める中で、県民の皆様が積極

的に新しい三重づくりに参画していただけるよう取り組んでまいります。 

 アクティブ・シチズン度については、今申し上げたようなすごいやんか

トークなどで実感はするものの、例えば防災で県民の皆さんの防災に対する

意識が下がってきていてとか、あるいは、意識は持っているんだけれども、

例えば家具の固定化とか家の備蓄とかという、そういう行動に結びついてい

ないという部分もまだまだございます。そういう意味では、一定の取組が紹

介され、情報発信され、広がっているなとは思いつつも、まだまだ、本当に

県民の皆さんが幸福に、そして、安心・安全に暮らしていただくにはまだま

だ課題も多いと思っていますし、より多くの皆さんに意識を持っていただく

ことが必要だというふうに思っております。 

 今後も、こういう考え方の重要性、そして、抽象的な考え方の理念だけ

じゃなくて、今申し上げたような、防災ではこうしていただいたらどうで

しょうか、あるいは、集落支援ではこういうふうにしていただいたらどうで

しょうか、教育ではどうでしょうか、そういう個々の政策の中でもこういう考

え方をしっかり定着していけるように訴えていきたいというふうに思います。 
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   〔23番 津村 衛議員登壇〕 

○23番（津村 衛） ありがとうございます。 

 少し、ちょっと意地悪な質問になったかなというふうに思いますので申し

わけないんですが、今回、このテーマを選んで私がぜひ知事にも伝えたいな

というふうに思った思いが一つあります。アクティブ・シチズンの意義や目

的を改めて考えてみますと、「美し国おこし・三重」の取組というのはやっ

ぱり、アクティブ・シチズンを向上させる上において大きく寄与してきたの

かなというふうに思っています。誤解をしないように言いますけど、「美し

国おこし・三重」の取組を復活してほしいとか事業を継続してほしいという

意味ではないんですが、私自身の実感として、「美し国おこし・三重」の事

業が終わってから、県と県民の距離感、あるいは連携感というのが少し薄れ

てきているように、どうしても感じてしまいます。 

 というのも、美し国おこし事業がやられていたときは県民センターに行っ

ても、地域のおじちゃんやおばちゃんが県民センターに行って、県の人たち

といろんな地域づくりとか今後の活動についていろんな相談をしたり、いろ

んな団体の人たちが出入りをしていました。しかし、美し国おこし事業が終

わった後というのは実際のところ、今、庁舎に行っても業者の人の出入りぐ

らいしかやはり見ることができません。ですので、県民の皆さんにとって、

県との距離というのが少し遠くなってしまったのではないかなと、私自身が

ちょっと心配し過ぎなのかもしれませんが、そういうふうな思いもあります。 

 当然、今でも地域に入って地域の方々と交流していただいている県の職員

もたくさんいらっしゃいます。しかし、「美し国おこし・三重」の評価委員

会の委員長報告の中にもあったと思うんですが、この６年間の取組で蓄積さ

れた地域づくり団体の持つノウハウや財産などを県庁内でしっかりと引き継

ぐこと、地域づくり団体と県の関係部局との連携を進めていくこと、研修や

交流の場づくりなど、広域的な地域づくりの支援、地域づくりに対する支援

の戦略的な道筋を明示していくことなど、報告をされています。ですので、

この報告書の報告内容をしっかりと県として実践していただきたいというふ
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うに私自身は思っております。 

 県のほうから県民を見る視点と、県民から県を見る視点というのは当然

違っていて当たり前なんですが、やはり一方通行ではなく双方からの視点を

大切にして、アクティブ・シチズンと協創を進めていく、日本一幸福が実感

できる三重を目指してしっかりと県民と連携してやっていただきたいなとい

うふうに思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、最後の質問に移らせていただきます。 

 四つ目の質問は、18歳選挙権と若者の政治参加についてであります。 

 選挙権の年齢を現在の二十以上から18歳以上に引き下げる公職選挙法改正

案が６月４日に衆議院で全会一致で可決され、昨日15日に参議院でも全会一

致で可決、明日17日に成立する見通しであります。 

 年齢が引き下げられるのは1945年に25歳以上から二十以上に年齢が引き下

げられてから70年ぶりであり、この法案が成立すれば、来年の夏に行われる

参議院議員選挙から適用されることとなります。新しく18歳、19歳の約240

万人が有権者となる見通しで、適用後は、国政選挙だけではなく、地方選挙

や最高裁判所裁判官の国民審査、地方自治体の首長や議会のリコールを受け

て行われる住民投票でも投票できることになります。 

 特別委員会では、若年層の政治参加意識を高める政策の充実や、国民への

周知を政府に求める附帯決議も全会一致で採択をされています。文部科学省

は、公職選挙法を解説した高校生向けの副教材を、秋くらいまでに内容を確

定したいという報道もされています。 

 18歳以上にまで年齢を引き下げることについてのメリットや賛成する意見

としては、社会的責任が育つ、若者の政治離れに歯どめがかかる、若者の意

見を政治に反映させることができる、国際的に見ても選挙権年齢は18歳以上

がほとんど、それに対して、反対する意見としては、社会的経験が浅く、政

治的判断能力が乏しい、被選挙権は現状のままなので、選挙権だけ下げても

意味がない、そもそも18歳以上の若者が選挙権を望んでいないし、責任が持

てないなどの意見がございます。 
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 当然、賛否両論ございますが、この法案が成立する見通しである以上、18

歳以上が選挙権を持つ有権者となることを前提に、県の対策について質問を

していきたいと思います。 

 まずは、参考までに投票率の推移について資料を見ていただきたいと思い

ます。（パネルを示す）三重県選挙管理委員会から抜粋をさせていただきま

したが、知事選挙の投票率の推移であります。最高は昭和26年の第２回知事

選挙で89％、最低は平成４年の第13回知事選挙で37.77％。 

 次もお願いします。（パネルを示す）次の資料は県議選挙の投票率の推移

です。投票率の最高は知事選挙と同じく昭和26年の第２回三重県議会議員選

挙で89.1％、最低は本年４月に行われた第18回選挙で49.60％であります。 

 続けていきます。（パネルを示す）３枚目は衆議院議員総選挙の県内の投

票率であります。県内の最高は昭和33年の第28回衆議院議員総選挙で

82.60％、県内の最低は平成26年の第47回で56.20％、ちなみに、ちょっと白

黒ではわかりにくいと思うんですが、赤の点線は全国の投票率であります。 

 これには年代別の投票率はありませんが、前回の衆議院議員総選挙の全国

の投票率を年代別に見てみますと、20歳代の投票率は約38％、60歳代以上の

投票率が70％以上です。これはそのときの政治や社会情勢が大きく影響して

きますので、投票率についてはいろんな分析があると思いますが、年々投票

率が下がってきているということが言えます。 

 もちろん、投票に行けさえすればいい、投票率を上げればそれでいいわけ

ではなく、何のために、誰のための選挙なのか、候補者は何を主張している

のか、自分はどう考えているのかを有権者としてしっかりと判断して投票し

てもらいたいというのが当然大前提であります。まさしくアクティブ・シチ

ズンのようにも思います。 

 投票率について様々な研究が行われています。例えば、先ほども言いまし

たように、60歳代以上の投票率が70％、今の20歳代が38％で、じゃ、今の20

歳代の38％の人たちが年を重ねて、例えば50代、60代、70代になったときに、

今の60代以上の投票率と同じだけ、70％に拡大しているかというと、決して
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そうではないという研究もなされているそうです。 

 当然、年齢を重ねるごとに投票率も若干上がるそうなんですが、要するに、

今の投票率のまま年を重ねていっても投票率は余り変わらないという研究結

果が出ているそうであります。ということは、今の若い世代の投票率をぐっ

と上げておくということは、１人の有権者としてのその後の生涯にわたって

の投票率を上げるということに寄与することになります。 

 当然、初めが肝心ということだというふうに思うんですが、若者が、投票

に行っても行かなくてもいいもの、選挙に行っても、誰に投票しても何も変

わらないと思ってしまえば、生涯を通じてその世代はずっと投票率が低いま

まということになる可能性が高いそうです。 

 まずは、県として想定される問題や課題の認識、あるいは、学生や既に社

会で活躍いただいている18歳以上の若者に対して投票を呼びかける取組が必

要になってこようかと思いますが、今後どのように取り組まれるのかをお伺

いしたいと思います。また、当然、投票ができるだけではなく、選挙運動に

もかかわることができます。ということは、選挙違反という問題も発生して

まいります。そのあたりも含めて、選挙管理委員会としての見解をお伺いい

たします。 

   〔宮嵜慶一選挙管理委員会委員長登壇〕 

○選挙管理委員会委員長（宮嵜慶一） まさに津村議員のお示しいただきまし

た先ほどのグラフ、私も見るたびに心が痛んでおるわけなんですけれども、

今国会におきまして審議されております公職選挙法の改正に伴いまして、選

挙権年齢が18歳以上へと引き下げられる、明日予定されているということで

ございますが、その場合に、我々としましては、選挙管理事務と、それから

投票環境の整備と、新たに選挙権を得ることとなる有権者を含めました若者

に対する周知、啓発が課題になると考えております。 

 まず、選挙管理事務でございますけれども、市町選挙管理委員会におきま

しては、選挙人名簿、選挙人が増えますので、これが遺漏なく登録するなど、

新しい有権者が確実に投票できるようにするための準備が必要となってまい
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ります。この点につきましては、市町選挙管理委員会において、確実に実施

できますよう助言と、それから、情報提供を行わなければならないとともに、

我々県選挙管理委員会としましても選挙の管理執行を適切に行ってまいりま

す。 

 次に、若者にとって投票しやすい環境を整備するという点が重要でござい

まして、投票所の事務というのは市町選挙管理委員会が行っておりますけれ

ども、例えば、若者が集まる商業施設、それから、新たに期日前投票所を設

置するとか、投票環境のさらなる向上に向けた取組につきまして、各市町選

挙管理委員会と連携を密にしてまいりたいと考えております。 

 また、この３月に発表されました総務省の投票環境の向上方策等に関する

研究会というのがありまして、中間報告におきまして、有権者の動向に応じ

て期日前投票の投票時間を柔軟に設定できるよう検討するなど、現在での技

術的・制度的環境も踏まえて、投票環境における制約をどれだけ解消、改善

するかというような検討がされておりますので、このような国の動きにつき

ましても注視してまいりたいと思います。 

 最近の投票率の低下、特に若者の投票率が極めて低い状況となっているこ

とは、先ほど議員の御説明もありましたように、当日の例えば天候とか、そ

れぞれの地域における選挙の争点とか、様々な事情が総合的に影響するもの

だと考えておりますので、要因を一概に申し上げることというのは困難であ

りますが、冒頭に申し上げましたように大変残念に思っております。 

 このような情勢の中、若者への周知、啓発につきまして、選挙権年齢が18

歳以上へと引き下げられました場合に新たな選挙権を得ることとなる有権者

を含めた若者に対して、さらなる政治参加意識の向上に取り組む必要がある

と思います。 

 また、国の動きとしましても、総務省が文部科学省と連携しまして、高校

生向けの副教材とか、それから指導用テキストを作成するとともに、全国の

若者啓発グループとの連携、それから、若年層に対する啓発活動を重点的に

実施するということも伺っておりまして、県選挙管理委員会としましても、
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教育機関との連携とか、若者の政治参加意識の向上に取り組んでいく予定で

おります。 

 加えまして、新たに選挙権を得ることとなります有権者を含めた若者への、

周知、啓発でございますけれども、先進的な取組を行っている他の選挙管理

委員会の事例も参考にしながら、様々な媒体、メディア、情報発信など、若

者の目線に合いました取組も行っていく予定でございます。 

 それとともに、若者啓発グループとの連携でございますけれども、教育機

関の出前授業とか、大学祭への出展とか、それから、若者向けの選挙講座と

いったこれまで行ってきた若年層に対する啓発活動も、さらなる充実、拡充

を図りながら進めていきたいと考えております。 

 いずれにしましても、県選挙管理委員会としましては、選挙管理事務と、

それから投票環境の整備とともに、投票率向上に向けました若者への周知、

啓発につきまして取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔23番 津村 衛議員登壇〕 

○23番（津村 衛） ありがとうございました。何か、声を聞いていると優し

い気持ちになってまいりました。 

 本当はいろいろと知事にもできたらコメントをいただきたいなというふう

に思っておりましたが時間が参りましたので、これをもちまして私の一般質

問を終結させていただきます。ありがとうございました。（拍手） 

 

休 憩 

○議長（中村進一） 暫時休憩いたします。 

午後０時０分休憩 

                                    

午後１時１分開議 
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開          議 

○副議長（中森博文） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

質          問 

○副議長（中森博文） 県政に対する質問を継続いたします。19番 石田成生

議員。 

   〔19番 石田成生議員登壇・拍手〕 

○19番（石田成生） 自民党の石田成生でございます。通告に沿って順次質問

いたしますので、どうぞよろしくお願いをいたします。 

 まず、公職選挙法と選挙管理委員会の関係についてというタイトルでお尋

ねをしてまいりますので、どうぞよろしくお願いをいたします。 

 今年の統一地方選挙が終わってから、早くも２カ月以上がたちます。次の

平成31年の統一地方選挙まで、もう既に24分の１が過ぎたということになり、

４年間の過酷なレースがまたもう既に始まっているということでございます。

結果が出て、改めてその厳しさを感じさせられました。 

 落選された方が当選された方と比べて何が違うのか、投票いただいた数が

違うから落選をしたのですが、当選者と同等か、それ以上かもしれない情熱、

信念、覚悟を持って選挙に臨まれ、たくさんの支持者に支えられています。

それでも、立候補者が定数を上回った場合、必ず誰かが落選をします。その

厳しさを改めて感じました。 

 さて、公職選挙法と選挙管理委員会の関係についてという通告をさせてい

ただきましたが、県議会の場で問題や課題を指摘しても法律を変えることは

できませんが、有権者の皆さんの記憶が新しいうちに、問題提起として選挙

管理委員長とやりとりをさせていただきたいと思います。 

 公職選挙法にのっとって選挙管理委員会にいろいろと御指導をいただき、

各候補者、各候補予定者の陣営は選挙の準備から進めていますが、選挙が行

われるごとに不思議だと感じることがあります。その不思議が解ければと思

い、お尋ねをいたします。 
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 まず、選挙管理委員会の役割をお尋ねいたします。市町の選挙管理委員会

との役割分担もわかるように、まずはお答えをください。 

   〔宮嵜慶一選挙管理委員会委員長登壇〕 

○選挙管理委員会委員長（宮嵜慶一） 県選挙管理委員会の役割でございます

けれども、地方自治法の第186条、ちょっとかたい話になりますが、「法律

又はこれに基づく政令の定めるところにより、当該普通地方公共団体が処理

する選挙に関する事務及びこれに関係のある事務を管理する。」と定められ

ており、これに基づきまして、公職選挙法第５条でございますが、衆議院、

小選挙区選出でございます、の議員、それから参議院、これは選挙区選出の

議員、そして、都道府県の議会の議員または都道府県の知事の選挙について

は、都道府県の選挙管理委員会が管理すると定められております。 

 続きまして、市町の選挙管理委員会の役割でございますけれども、同条に

おきまして、「市町村の議会の議員又は市町村長の選挙については市町村の

選挙管理委員会が管理する。」と定められております。 

 この市町選挙管理委員会との関係なんですけれども、県選挙管理委員会が

管理する選挙におきましても、投票所とか開票所の事務につきましては、そ

の各市町の選挙管理委員会が選任しました投票管理者とか開票管理者がその

責任者となりますし、選挙人名簿の調製及び保管の事務につきましては、こ

れも市町の選挙管理委員会がその任に当たることとされております。 

 したがいまして、我々県選挙管理委員会が管理する選挙におきましては、

公職選挙法の第５条の規定に基づきまして、県選挙管理委員会が管理執行の

中心となりまして、市町の選挙管理委員会との役割分担を図りつつ、適正な

事務の執行を行ってまいります。 

 以上です。 

   〔19番 石田成生議員登壇〕 

○19番（石田成生） ありがとうございます。 

 今日、たまたま午前中、津村議員の、18歳に選挙権が、これを引き下げら

れたというのか引き上げられたというのか、ちょっと表現、どっちかわから
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んのですけれども、そのときにもお答えいただいたように、選挙環境の整備

であるとか投票の事務を担っているとかということはそのときの答弁にもご

ざいました。 

 それで、今日の趣旨は、選挙をいろんな方にお手伝いいただきながらいろ

んな候補者がやっていく上で、公職選挙法と選挙の準備とか選挙の中身とか

の実態と合っていないとか、何でこういうことになっているんだろうなとい

う疑問について御所見をいただきたいと思って幾つかお話をさせていただき

ますが、実態と、現実と法律が乖離をしているんじゃないかと思うことを紹

介させていただきますので、御所見をお答えいただきたいと思います。 

 まず、一つ目は、告示日とその翌日の２日間は、公設の建物を演説会場と

して使用することはできないとなっていますが、できないとするその理由が

しっくりいかないです。どのような法解釈から、告示日とその翌日は公設の

施設を利用できないとなっているのでしょうか。 

 例えば四日市で申し上げますと、地区市民センターや小学校の体育館など

は、告示日とその翌日は演説会場として使用が許されません。その理由をお

答えください。 

 それから、二つ目、街宣車の屋根に載せている看板がございます。電灯な

どで内側から看板を照らして文字を浮き上がらせる方法を用いることがあり

ますが、これを、ちょうちんの類に当たるといけないということで、四隅に

すき間をあけなければならないというふうになっておって、これも変な話で、

余分な手間、無駄な費用がかかっていると思うんですね。その理由もお答え

をください。 

 そして、三つ目、事前運動と事前準備の境目がよくわからないことがあり

ます。届出の書類作成は事前準備に当たり、事前説明会、事前審査というよ

うに、選挙管理委員会が届出の準備について御指導いただいておりますので、

合法的なこれは準備に当たるんだと思うんです。 

 その他に事前準備と思われること、公営掲示板に掲示するためのポスター

印刷、立候補届出後のポスター掲示の協力依頼、これは告示の朝にポスター
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を張ってくださいという協力依頼です。事務所の建設、事務所看板の設置、

街宣車の看板作成と設置、街宣車のドライバーとうぐいす嬢の協力依頼、個

人演説会の会場予約と看板、マイク設備等の準備、個人演説会の開催案内、

推薦はがきの印刷、推薦はがきによる推薦の依頼、宛名を書いていただくと

いう依頼のことを指します。これらについて事前準備として解釈できるのか、

事前運動ととられるのか、見解をお示しください。お願いします。 

○選挙管理委員会委員長（宮嵜慶一） まず、公職選挙法につきまして少し説

明させていただきますと、昭和25年なんですけれども、衆議院に設置されて

おりました選挙法改正に関する調査特別委員会委員長の発案により、それま

で公職の種類ごとに別個に法体系ということで規定されていた法律をまとめ

たわけなんですね。衆議院のほうでも選挙法がありまして、参議院のほうで

もありましてというのが、この昭和25年に今の公職選挙法にまとまったわけ

なんですけれども、参議院での修正の上で同年、昭和25年４月15日に法律第

100号としまして公布されておりまして、以来、社会情勢とか選挙人の意識

の変化に対応するために改正が重ねられてまいりました。 

 お尋ねの公営施設の個人演説会等の使用に関してでございますけれども、

公職選挙法の第163条におきまして、当該施設を利用して個人演説会を開催

しようとする方、公職の候補者、この場合そうですね、開催すべき日の２日

前までに文書で市町村の選挙管理委員会に申し出なければならないと規定さ

れております。そして、また、その公職の候補者となるためには、同法の第

86条等の規定によりまして候補者の届出が必要でありますことから、公営施

設を使用した個人演説会について、告示日と、先ほどおっしゃっていただい

た告示日、そのときに立候補されるわけなんです、その翌日というのが使用

できないというのが私どもの出しているところでございます。 

 一方、同法の第161条の２におきまして、公営施設以外の施設を利用して

の個人演説会を開催する場合には、公営施設の場合のように、開催時期に関

する制限というのはございませんので、告示日とその翌日においても個人演

説会を開催することが可能になるわけです。 
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 それから、街宣車の看板のことで聞いていただいていますが、公職選挙法

の第143条の規定によりまして、選挙運動用の自動車に取りつけて使用する

選挙運動用文書図画に関してのことになるわけなんですけれども、同第１項

第２号におきまして、選挙運動用自動車に取りつけて使用できるものとしま

しては、ポスター、立て札、それから、ちょうちん及び看板と規定されてい

るわけなんです。このちょうちんにつきましてはサイズの規定がございまし

て、第10項、その大きさが、ちょうちんの高さが85センチメートル、そして、

直径が45センチメートル以内と規定されているわけなんです。したがいまし

て、すき間なく看板をつくっていただいて、その中に光源を入れた場合には、

我々にとったら巨大なちょうちんになってしまうわけなんですね。これが違

反になってしまいます。そういう見解でございます。 

 それから、事前運動、事前準備の違いにつきまして、公職選挙法第129条

におきまして、選挙運動というのが同法第86条等に規定されております、公

職の候補者の届出のあった日から選挙期日の前日まででなければ行うことが

できないと規定されています。もう皆さん御存じのとおりでございます。 

 選挙運動という用語というのが、定義自体が同法において示されていない

んです。示されていないんですが、これまでの判例によりますと、一定の選

挙について、特定の候補者の当選を目的として、投票を得または得させるた

めに直接または間接に必要かつ有利な行為を指すものとされております。 

 具体的にどのような行為が選挙運動に当たるかについては、その時期とか

場所とか方法、対象をいろいろ総合的に判断しないと、一般的なお答えをこ

こではできないと思っております。ですから、皆様のほうで何か、こんなの

はどうやろうということで御質問いただきましたら、そのときにその状況を

お伺いいたしまして、それでお話しさせていただければ、そんな形になります。 

 私ども県の選挙管理委員会では、各選挙の際の立候補予定者説明会におき

まして、今申し上げましたような選挙運動の概要について説明させていただ

いておりまして、先ほど申し上げましたように具体的な行為について、その

ときにまた御説明させていただくというような形になります。 
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 以上です。 

   〔19番 石田成生議員登壇〕 

○19番（石田成生） 委員長からは法の解釈については御説明いただきまして、

現実的に公営の設備、施設も、これが、ひょっとしたらそちらのほうが法に

違反することになるのかもわかりませんが、事前に仮予約等々で押さえてお

れるというのが現実で実はあるので、ひょっとしたらそっちがだめよという

ことになるのかもわかりません。 

 実態ともうちょっと合ったように、早くから押さえているので告示の夜か

ら演説会をするようにしてもいいんじゃないかなとか、それから、大きな

ちょうちんって変な解釈なんですよね。そういうこと等々あると思います。 

 それから、選挙の事前準備と選挙の事前運動との、いろいろ幾つか言った

中でお答えが、いただいたのか、いただいていないような気もするんですが、

いずれにしましても、私たちが選挙をやりながら、手伝ってもらいながら、

これってちょっと現実的ではないよねということをどうすれば変えていくこ

とができるのかなと。当然法律ですから、この場ででもありませんから、そ

れを、どうやって声を法律を変えるところに上げていくことができるのかな

ということについてお答えをいただきたいと思うんですが、ついでに、これ、

こんな提案はどうかなと思うんです。 

 立候補届出日と選挙運動開始日が今一緒なんですよね、告示日ということ

で。それをちょっとずらしたらどうかなと。１週間とか10日早く届出をして

その後から運動を始めると、先ほどの会場の届出のこともクリアできますし、

さらに、無投票のところの、投票日の、投票所の準備をしなくていい。それ

から、公費負担であるポスターも、それまで印刷しなくて投票が決まってか

ら印刷をすれば、無投票のところは印刷の公費負担をしなくてもいい。それ

から、街宣車の準備も看板の準備もしなくてもいいということで、いろんな

ところでいろんな負担が軽減されますので、そんなことの提案等々も含めて

どういうふうに上げていく手法があるのか、教えていただけるとありがたい

です。 
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○選挙管理委員会委員長（宮嵜慶一） まず、私ども県選挙管理委員会からし

ましたら、公職選挙法にのっとって執行管理をするというのが仕事でござい

ますので、法の改正につきましては議員の皆様にお任せするということにな

ります。 

 県選挙管理委員会のほうは、その法令の規定に基づきまして適正な選挙の

管理、先ほど言わせていただいたとおりなんですけれども、御提案いただき

ました内容につきまして、公職選挙法第129条におきまして、選挙運動とい

うのは、同法の第86条に規定されております公職の候補者の届出のあった日

から選挙期日の前日まででなければ行うことができないと規定されていると

ころでございます。 

 この公職選挙法、国会議員の提案、国での議論を経て制定されたものでご

ざいまして、社会情勢とか選挙人の意識の変化等に対応するために改正が重

ねられてきたところでございます。その第１条において、選挙の自由と公明

かつ適正な執行の確保を目的としまして、私どもはこの目的に従いまして、

選挙人自らが選挙の重要性を認識していただくとともに、私ども県選挙管理

委員会としまして、適正な選挙の管理執行に向けて、今後も努力したいと

思っております。 

 以上です。 

   〔19番 石田成生議員登壇〕 

○19番（石田成生） 最近、うぐいす嬢へのセクハラが紙上をにぎわせており

ますが、これは公選法以前の問題でありますので、有権者がぜひ見抜いてい

ただいて、そのような候補者には投票しないことを期待いたします。 

 いろいろと述べさせていただきましたが、これが改正のきっかけになるこ

とを期待しまして次の質問に移らせていただきます。 

 続いて、三重県の食の産業振興についてお尋ねをいたします。 

 三重県の食産業にかかわる事業所や携わる従業員数の県内産業に占める割

合は非常に高くて、関係者それぞれの連携を拡大、強化していくという方向

性がビジョンとしてやがて示されると思います。 
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 その取組の一つとして、本年５月１日から10月末まで開かれているイタリ

アミラノ国際博覧会日本館において、三重県も７月１日から４日までの４日

間、三重県の食文化を発信いたします。具体的にどのように発信するのか、

この際、県民に向けて御紹介をいただきたいと思います。できるだけ簡潔な

御答弁にしていただけるとありがたいと思います。お願いします。 

   〔廣田恵子雇用経済部長登壇〕 

○雇用経済部長（廣田恵子） ミラノ博における三重県の食文化の発信につい

てのお尋ねでございます。 

 三重県は、日本館の２階、イベント広場に、「食と祈りの食卓」をテーマ

に出展いたします。いただきますとかごちそうさまと日本が手を合わせる習

慣とか、あるいはもったいないという価値観が示すように、日本の食文化の

核にあるのは、食への感謝とか、自然への畏敬の念から来る祈りでございま

す。 

 食と祈りの原点が歴史的に育まれてきた三重県として、食や収穫に感謝す

る伝統行事や祭り、海女漁などの映像の上映や、写真、工夫した展示などを

通じて、日本の伝統や文化の原風景を体感いただけるよう工夫をしています。

伊勢志摩サミット開催にも通じるようなハイセンスな演出でＰＲをしていく

予定としております。 

 イベント広場では、県産材の尾鷲ヒノキを用いて、香り、祈り、体感、茶

室の四つの空間を構成しています。各空間では、県内食材を使った創作料理

や伊勢茶、三重の地酒など、三重の食に関する魅力を、味覚だけでなく五感

で感じていただくとともに、その背景にある物語も伝えていきます。 

 会場のステージでは、三重の食の将来を担う県立相可高校食物調理科の生

徒と、日本を代表する料理人である京都吉兆の徳岡総料理長とのコラボによ

る料理の実演や、ヨーロッパへ初めて輸出される松阪牛を使った料理の試食

も計画しているところでございます。 

 そのほか、三重ＷＥＥＫと銘打って、２週間でございますが、県産品のテ

ストマーケティングを実施して、県内35の事業者が、地酒、地域産品、萬古
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焼、尾鷲わっぱのような食空間を彩る器などの試験販売も行うこととしてご

ざいます。 

 あと、販路拡大に向けた取組としまして、７月１日にはレストランを会場

にしまして、現地の食、観光等の業界関係者やメディア関係者を招いて、情

報発信と販路拡大を目的としたレセプションを開催し、知事から伊勢志摩サ

ミットの開催地である三重の食文化や三重への旅についてのトップセールス

を行うこととしてございます。その後、直売所において小売業者に向けた試

験販売なども考えてございます。 

   〔19番 石田成生議員登壇〕 

○19番（石田成生） ありがとうございました。 

 ここからは、おいしいおいしい三重県産の牛肉の海外発信についてお尋ね

をしてまいります。 

 松阪牛、伊賀牛のブランド牛以外でも三重県産の牛肉の品質は、ノーブラ

ンドのものでも非常に高く評価をされております。 

 今回、ミラノに三重県産の牛肉を持っていくに当たり、残念ながら三重県

内の畜場ではヨーロッパ対応の衛生基準を満たしておらず、群馬県佐波郡

玉村町の畜場において畜された牛肉をミラノに持っていくと聞いており

ます。三重県から群馬県まで、生きた肉牛を運んで畜をして、さばいて、

羽田空港からイタリアミラノに運び込みます。 

 今月５日、来年のサミット開催地が三重県の伊勢志摩に決定いたしました。

経済効果は510億円とも言われております。三重県は間髪入れずみえ伊勢志

摩サミット推進局を設置し、１万人以上とも言われる海外からのお客様を迎

え入れる準備に取りかかりました。海外だけではなく、日本国内からもたく

さんの来県者が見込まれます。 

 当然、来県された国内外のお客様に三重県産のおいしい食材を召し上がっ

ていただく用意を官民一体となって整えていくことと思いますが、三重県産

のおいしい牛肉を食べたヨーロッパの方々が、アメリカの方々が、自国に

帰ってもう一度食べたいと思ったとき、三重県から遠方の畜場まで運ばな
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いと、ヨーロッパ、アメリカには出せないという現状があります。 

 そこで、三重県内に欧米向けの衛生基準に対応した畜場の整備を急ぐ必

要があると思います。 

 知事は今年の３月、前田議員の質問に答えられておりますが、この答弁の

紹介はちょっと省かせていただいて、整備検討を進めていきたいという旨の

御答弁をされております。 

 その後、松阪食肉公社の整備に向けた答弁だったんですが、検討はどのよ

うに進んでおるのか、御紹介をいただきたいと思います。お願いします。 

○農林水産部長（仲繁樹） 松阪食肉公社の整備について、検討状況でござ

いますが、この公社の中に県も入りまして、施設整備等検討委員会をつくり

まして、その関係者で、まず、ＥＵ等へ飛騨牛の輸出に取り組んでいる食肉

処理施設でありますＪＡ飛騨ミート、高山にありますが、そこへまず視察な

どを行いました。 

 その中で、欧米への輸出には想像以上に高いレベルの衛生管理が求められ

ておると、また、用地の確保には地域の理解に向けて十分な調整が必要であ

る等の様々な課題も明らかになっております。 

 県としまして、関係市町をはじめ関係者の皆さんと十分連携して、必要な

施設について、様々な選択肢、可能性などを探りながら議論を深めてまいり

たいと考えています。 

 以上でございます。 

   〔19番 石田成生議員登壇〕 

○19番（石田成生） 知事が３月にお答えをいただいて、それからそんなにま

だ時間もたっていないということで、その時点から比べてこれが進みました

というようなお答えはしにくいところなのか、ほぼ同じような状況で推移し

ておるのかなというような感じでしょうか。 

 検討委員会の資料を見ましても随分高額な費用がかかるというのはわかり

ますので、簡単に松阪市とその周辺の自治体と県とやりましょうというわけ

にはいかないのかなと想像しますけれども、せっかくミラノ、それから来年
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のサミットという機会を捉えて世界に発信する機会ですので、これも間髪入

れずに早いところ判断をしていっていただく必要があるのかなと思います。 

 そして、松阪にも公社はございますが、四日市も畜産公社がございまして、

四日市で整備するのも一案ではないかなと思うんです。 

 現在のヨーロッパ、アメリカへの輸出対応の畜場は、日本国内の分布を

見てみると、今回ミラノに持っていく肉牛を畜していただく群馬県、群馬

県は最近ですと浅間山の警戒レベルが２に上がって心配になっておりますし、

昨日はひょうが降って、大きな風の被害が出て心配をするところですが、群

馬県、それから、そこを含めてヨーロッパの衛生基準に対応している畜場

は国内に４カ所です。群馬県以外は、岐阜県高山市、こちらも近くに御嶽山

があったりするわけですね。あと、鹿児島県志布志市、四つ目に、同じく鹿

児島県の阿久根市。 

 アメリカの衛生基準に対応している畜場は国内に９カ所、岩手県紫波郡

紫波町、群馬県佐波郡の２カ所と、あとの７カ所は、鹿児島県４カ所、宮崎

県２カ所、熊本県１カ所というように九州に偏っております。 

 九州もこのところ自然の脅威がいっぱいあって、桜島の噴火も心配される

ところですし、先日、テレビで専門家が、東日本大震災以後、この先二、三

十年は、日本の火山活動は活発化するとコメントもしております。 

 三重県の近隣県では、ヨーロッパ対応は岐阜の１カ所しかありません。恐

らく海外輸出対応の畜場は、財政効率的にも１県に一つも要らないという

ことなんだろうと思うんですね。それで、早いところ三重県で整備をして、

飛騨牛、近江牛も三重県に任せてもらって、中部圏の肉牛を三重県の畜場

に任せてもらって、四日市港から海外に出させてもらいましょうと。四日市

港管理組合の管理者も大変喜ぶんだろうと思うんですね、空輸するならセン

トレアにも近いですし。 

 ここで改めて、三重県内で海外輸出対応の畜場を国からの応援もいただ

きながら整備して、中部圏の牛肉を四日市港やセントレア経由で海外発信す

ることについてのお考えをお聞かせください。 
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○農林水産部長（仲繁樹） 他県産の牛などを受け入れる施設について、特

に、今、議員御提案のように、例えば中部圏の食肉施設については、それぞ

れのところにある施設の運営状況とか、それぞれの欧米等への考え方などを

踏まえて、慎重に検討する必要があると思っています。 

 加えて、県内には、議員も御指摘がありましたように、三重県松阪食肉公

社ほか、四日市市が運営する四日市食肉センター並びに伊賀市・名張市広域

行政事務組合が設置する伊賀食肉センターの三つがあります。こういったと

ころの運営についても大きな影響を考えなければならないと思っています。 

 一方で、ブランド牛肉の海外展開を進めていくということについては輸出

も大変重要なことになりますので、その整備に対する検討を進める必要はあ

ると考えておりますが、今、御提案のあったことについても参考にしながら

議論をしてまいりたいと思っております。 

   〔19番 石田成生議員登壇〕 

○19番（石田成生） 議論していってください、スピーディーに。 

 それで、今日のところはこんなお答えだと思いますので、部長もちょっと

熊野古道等々で大変な時期なので余りいじめないようにしたいなと思うんで

すが、ミラノ万博と来年の伊勢志摩サミット誘致決定にちなんで三重県産牛

の海外発信について申し上げてまいりましたが、一方、三重県民が地元三重

県で飼育された、三重県で畜される安心・安全でおいしい牛肉を将来にわ

たって消費し続けられることのほうが、実は重要なことであります。これに

は、ノーブランド牛、松阪とついていない肉牛の生産者、食肉業者が生産し

続ける、販売し続けてもらわなければなりません。 

 ノーブランド牛の生産者、食肉業者が近い将来危機的な状況に陥るような

ことを心配しておりますが、そのことについての認識をお答えください。 

○農林水産部長（仲繁樹） 議員、今、御指摘のありましたように、県内に

は松阪、あるいは伊賀以外にも、みえ黒毛和牛、あるいは個人の農家の皆さ

んのブランドを含めた多くの肉牛があります。ただ、現在その肉牛生産にお

いては、子牛単価の高騰ですとか円安によります購入飼料価格の上昇で、経
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営が非常に大変だということも認識しております。 

 ただ、そういう中で、県ではこの５月に三重県和牛繁殖協議会と連携して、

乳牛への和牛受精卵移植の促進や、県産和牛子牛の増産、耕畜連携による飼

料用米やホールクロップサイレージ用稲の生産拡大などを進めています。 

 また、県産牛肉の品質は非常に高い、ブランド力があるというふうに思っ

ておりますので、牛肉をはじめ本県のすばらしい様々な農林水産品を、市町

関係機関あるいは生産者の皆さんと連携しながらどんどん発信していきたい

と思っておりますので、よろしくお願いします。 

   〔19番 石田成生議員登壇〕 

○19番（石田成生） もう一度言いますが、やっぱり三重県民が安心で安全で

おいしい牛肉を消費し続けられる状態をぜひこれからも考えていただきたい

と思いますし、この件は機会を改めてまた詳しくお尋ねさせていただきます

ので、またそのときによろしくお願いをいたします。 

 次の質問に移らせていただきます。 

 自転車事故の防止についてお尋ねをいたします。 

 今月１日に道路交通法が一部改正され、施行されました。自転車の悪質違

反者に対し講習受講が命じられるというものです。 

 こちらにあります、（現物を示す）これはリーフレットを県警からいただ

きました。三重県交通安全協会、日本自動車販売協会連合会三重県支部、全

国軽自動車協会連合会三重事務所、三重県自転車協同組合、三重県警察が出

したチラシには改正内容が示されておりまして、危険行為を反復して行った

自転車利用者は、自転車運転者講習を受講しなければなりません。受講命令

に従わないで講習を受けなかった者は処罰されます。 

 罰金は５万円以下の罰金で、危険行為とは、このチラシには事例がその中

に示されておりまして、道路の右側を通行するなど、通行場所を守らなかっ

た、歩道、路側帯を通行中、歩行者優先のルールを守らなかった、一時停止

の標識がある交差点で一時停止しなかった、信号に従わないで通行した、通

行禁止の道路を通行した、遮断機が閉じた踏切に入った、ブレーキがない自
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転車を運転した、酒酔い運転をした、不適切な運転操作をしたり安全確認を

しなかった結果、事故などの危険を招いた、その他幾つかの事例が示されて

います。 

 そして、この危険行為の反復とは、３年以内に２回以上、交通切符、赤切

符で検挙されるなど、処罰の対象になることを指します。自転車運転で危険

行為を反復した自転車運転者に対し、都道府県公安委員会は講習を受けるよ

う命令し、講習時間３時間、手数料5700円の講習を受けなければならなくな

ります。 

 今回この法改正は、ルールを厳しくするものではなく、罰則を厳しくする

ものでもなく、反復違反者に講習を受けさせようとするもので、どこか飲酒

運転０
ゼ ロ

をめざす条例に似ているなと、こう思っておるんですが、改正に至っ

た経緯について、まずは御説明をいただきたいと思います。 

   〔大賀眞一警察本部長登壇〕 

○警察本部長（大賀眞一） 道路交通法の改正によりまして導入されました自

転車運転者講習の導入の背景、経緯について御説明をいたします。 

 警察庁の統計、これ、全国の統計でございますけれども、平成24年中に交

通事故に関与した自転車運転者の６割以上に法令違反があったということで

ございます。そのため、交通事故防止を図るためには自転車運転者に交通

ルールを徹底することが不可欠だと、このように考えられたところでありま

す。 

 また、警察庁において平成24年に開催されました自転車の交通ルールの徹

底方策に関する懇談会というのがございまして、この懇談会の提言において

も、悪質、危険な違反者に専門の講習を行ってその危険性を改善すると、こ

ういったことが適当であろうというふうにされたところでございます。 

 こうした経緯を踏まえまして、平成25年の道路交通法の改正によりまして、

今回導入されました自転車運転者講習の受講を命ずる仕組みが導入されるこ

とになったと、このように承知をいたしております。 

 なお、県警としましては、自転車利用者の交通ルールの周知徹底を図るた
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めに広報啓発活動を強化するなどして、安全で安心な交通社会の実現に向け

て努めてまいりたいと、このように考えております。 

   〔19番 石田成生議員登壇〕 

○19番（石田成生） 自転車運転といえば、老若男女、様々な方が運転者とな

りますが、特に時間と人数が集中する中学生と高校生の自転車通学者に対し

学校からの指導は、このたびの法改正を受けどのような指導強化を考えてい

るのか、教育委員会のほうから教えていただきたいと思います。お願いしま

す。 

○教育長（山口千代己） 中・高校生の安全な自転車運転の取組についてお答

え申し上げます。 

 自転車通学をしている生徒は、平成26年度現在、中学生で３万1236人、

62.4％、高等学校全日制で２万1506人、57％でございます。 

 本年６月施行の改正道路交通法により、自転車運転中に危険なルール違反

を繰り返す14歳以上の者は自転車運転者交習を受けることとなりました。 

 このような中、中学校、高等学校は、交通ルールやマナーを守ることに重

点を置いた交通安全教育及び交通安全指導を徹底することが一層求められて

います。 

 これまで教育委員会では、入学時における自転車点検や乗車の指導、教員

やＰＴＡ、地域の安全ボランティアによる登下校指導、長期休業前の保護者

に対する注意喚起など、各学校に指導の徹底を図ってまいりました。例えば

警察と連携して、交通ルールやマナーを無視した行為などが、加害者にも被

害者にもなる危険性を生徒に考えさせる実践的な講習会の機会を設けるよう

働きかけています。 

 また、高等学校の生徒指導主事を対象に、改正道路交通法の広報啓発、警

察と連携した自転車登校指導の充実などの研修会を地区別に行い、指導を

行っております。 

 さらに、平成24年度から全ての公立小・中学校及び特別支援学校小・中学

部の教員を対象に、危険予測トレーニングを取り入れた交通安全教室講習会
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を開催し、指導者の養成を図っております。 

 今後といたしましても、市町教育委員会との会議において改めて周知徹底

を図るとともに、生徒に対しては全校集会などを通じて、また、保護者に対

しては保護者懇談会などで通知を配付し説明するなど、交通事故防止や交通

安全指導の徹底を図ってまいります。 

 なお、高等学校では今年度から新たに三重県交通安全研修センターにおい

て教員が安全な自転車の乗り方を学ぶ研修を実施するなど、各関係機関や団

体等と連携を図りながら教員の指導力の向上を図り、生徒の指導の充実に取

り組んでまいります。 

 以上でございます。 

   〔19番 石田成生議員登壇〕 

○19番（石田成生） このたびの法改正を受けて、さらに指導強化をしていた

だかなならんと思うんですが、中学生と高校生のと言いましたが、高校のほ

うは、先ほどの話じゃないですが、有権者にもなる生徒が出てくるので、あ

れもこれも仕事が増えると思いますが、よろしくお願いしたいと思います。 

 中学生と高校生の自転車通学者に対して学校からの指導が徹底したとしま

しょう。ハード整備はどうなっているのかなということですが、三重県管理

の道路だけではなく、市道、町道の整備までは把握はされていないかもしれ

ませんが、先日も下野議員の質問に対してお答えをいただいておりますが、

念のためもう一度お答えをいただきたいと思いますが、私は、自転車は車道

を走るのがルールなんていうのは、社会人になってしばらくするまで、実は

知りませんでした。 

 自動車社会になり、自動車道の整備がどんどん進んでも、自転車はここを

走るという自転車専用道路等までは行かなくても、自転車が走る空間が整備

の中から置き去りにされてきたような気がします。念のために、自転車が安

全に走行するためのハード整備の進捗について、改めてお答えをください。 

○県土整備部長（水谷優兆） 通学路で自転車が安全に走れるハード整備につ

いてお答えをします。 
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 通学路における道路管理者としての県が行う交通安全対策の取組としまし

ては、これまでは平成24年度の緊急合同点検に基づき、歩行者を対象とした

通学路対策を重点的に進めてきました。 

 平成26年度からは新たに、自転車通学の安全確保も含めた通学路交通安全

プログラムを市町ごとに策定し、着実かつ継続的な取組を推進することとし

ています。このプログラムでは、通学路の安全確保に向けて、教育委員会、

県警察、道路管理者などが連携して継続的に取り組んでいく基本方針を定め

たものです。このプログラムにおいては、地域の実情に応じて定期的に合同

点検を実施し、安全対策の検討、実施、効果の把握、その改善をＰＤＣＡサ

イクルとして実施していくものです。 

 これまでの自転車が安全に走行するためのハード整備は、自転車歩行者道

の整備として、いわゆる自歩道の整備として、幅員３メーター以上の幅の広

い歩道の整備を進めてきました。平成26年３月末現在の自歩道の整備状況は、

518キロメートルが整備済みで、整備率15％となっています。 

 今後は、各市町の通学路交通安全プログラムに基づき、自転車が安全に通

行するためのハード整備にも取り組んでまいりたいと考えております。 

   〔19番 石田成生議員登壇〕 

○19番（石田成生） 自転車運転者がルールをちゃんと守るようになったとし

ましょう。そして、ハードも済んだとしましょう。対歩行者の安全をどう

やって守っていくのか。幾ら自転車が安全運転しても、自動車が気をつけて

も、ハード整備ができても、歩行者側が周りに注意をしていなければという

ことはどういうことかというと、スマートフォンを操作しながら歩かれてい

たのでは、危険な状態からは脱せません。ながらスマホという言葉も、これ

も時代が生んだ言葉ですが、ながらスマホ対策をどのように考えているのか、

自治体によっては条例制定の検討もされているように聞いたりしております

が、お考えをお示しください。 

○環境生活部長（髙沖芳寿） 歩行者に対する交通安全の教育啓発でございま

すけれども、現在、道路横断中の事故が多いということで、道路の安全な横
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断に重点を置いて啓発、教育等を行っておりますけれども、最近のスマート

フォン等の普及、急速に普及をしておりますので、こういったことを受けて、

今現在、状況としては道路歩行中の使用が多く見られるという状況にござい

ます。そうすることによって自転車などの車両あるいは歩行者自らが転倒し

てけがをするというおそれ、そういったものが指摘をされております。 

 そういう状況を受けて、いわゆるながらスマホの危険性を啓発するために、

携帯電話メーカーにおきましては、その啓発、いわゆるマナー向上を図ると

ともに、携帯の機能を向上させる状況、こういう機能を提供しているという

ことで啓発を行っているのが一つございます。 

 それから、もう一つ、公益社団法人ＡＣジャパン等で、テレビとかイン

ターネット等でスマートフォン利用者に対する啓発も呼びかけておるところ

でございます。 

 こういった民間等の状況はございますけれども、県としては今後どうする

かということですけれども、現在、国内において、このながらスマホに対し

て罰則等によって条例で規制している等の自治体はないというふうに認識を

しておりますけれども、改めて全国調査を実施いたしまして、その状況の把

握にまず努めたいということを思っています。 

 また、これにあわせまして、自転車の交通事故防止はもちろんのことです

けれども、歩行者の安全を確保するという意味で、現在、歩行者に対して

行っている教育、それから啓発に加えまして、先ほど教育委員会のほうから

話がありましたけれども、交通安全研修センターの研修の場を活用して、

しっかりとながらスマホについてもその危険性を啓発していきたいというふ

うに考えております。 

 以上でございます。 

   〔19番 石田成生議員登壇〕 

○19番（石田成生） ながらスマホも、歩行者に切符なんか切ることはあり得

ないかわかりませんが、これも注意を何回か受けたら講習を受けなきゃなら

ないとか、歩行者がひょっとしたら一番危ないことをしているんじゃないか
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なという気がいたしますので、自転車、自動車も含めてですが、それから道

路の整備、歩行者も含めて、事故の少ない人づくりがされることを期待して

この質問は終わります。 

 最後に、三重県職員の人事評価制度についてお尋ねをいたします。 

 平成24年３月の一般質問で人材育成と人事評価制度についてお尋ねをして

おります。私がさせていただきましたが、その後の経過を確認させていただ

きます。 

 そのときの質問のときには、三重県政の中で人材育成は最も大事な、そし

て、大きな政策であると思っております、県政運営は人によってされている

のですから、人づくり、人事政策が最も重要であると位置づけるべきだと

思っています、世間一般には公務員の給料が高過ぎるのではないかという批

判がありますが、その批判が当たっている職員とそうでない職員があると

思っています、当たっていないということはどういうことかというと、もっ

と給料を上げてあげてもいい職員がいるはずだという、そういう趣旨でお尋

ねをさせていただいて、当時の植田総務部長から、みえ県民力ビジョンを着

実に推進するために現場を重視し、県民とともに協創の取組を進めることが

できる高い意欲と能力を持った人材を育てる必要があり、行財政改革取組に

おいては、まず、１丁目１番地として人づくりの改革を進めることとしてお

ります、途中、略しまして、とりわけ勤務評価制度につきましては、職員の

意欲・能力向上や組織力の向上を目的といたしまして、県職員育成支援のた

め、一般職員の評価制度を平成20年度から試行しております、今後、管理職

員の勤務評価制度について検証を行うとともに、一般職員につきましては、

人事委員会からの報告も踏まえて、職員の理解と納得が得られるよりよい制

度となるよう必要な見直しを加えながら、定着と施行を図り、能力や実績に

基づく任用と処遇に取り組んでいきたいと考えておりますと答弁をいただい

ております。 

 一般職員の評価制度導入を今年度より本格実施していると聞いております

が、試行をどのように捉えたから、検証した結果、どんな結果だったから、
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こういう結果だったから本格導入に至った、そういう検証結果をお答えいた

だきたいんですが、試行期間、検証時期、制度導入前と比較して新しい制度

はどういう特徴があるのかということについて、具体的にお示しをください。 

   〔稲垣清文総務部長登壇〕 

○総務部長（稲垣清文） 職員の人事評価制度についてのお尋ねでございます。 

 一般職員に対する評価制度につきましては、職員の意欲・能力向上や組織

力の向上を目的といたしておりますので、評価に当たっては、職務遂行、能

力、意欲といった評価領域を設けまして、この領域の中に、例えば組織目標

達成に向けた業務遂行や課題を捉え、解決に向けて行動する能力などの評価

要素を設定いたしまして、平成20年度から試行してきたわけでございます。 

 試行を通じまして、その試行の中で面談等が当該制度の目的に沿って実施

されているか、それから、何よりも職員の納得性が高まっているかというよ

うなところについてアンケートを適宜実施しながら検証を行ってきたところ

でございます。 

 人事評価制度を導入するに当たりましては、とりわけ評価に対する職員の

納得性というのが非常に重要であるというふうに考えておりまして、試行を

継続して行った結果、所属長、それから所属職員に対して実施したアンケー

トにおきまして、所属職員が評価に対して納得したかを尋ねたところ、年々

肯定的な回答が増加しておりまして、平成25年度には肯定的な回答の割合が

９割を超えるというふうな結果となってまいりました。 

 このように、職員の納得性が高まってきたことに加えまして、地方公務員

法が改正されまして、より客観性、透明性の高い人事評価制度を導入するこ

とが法律で定められました。そういったことに伴いまして、平成27年４月１

日から、評価結果を給与等へ反映させるなど、本格実施をしているというこ

とでございます。 

 以上でございます。 

   〔19番 石田成生議員登壇〕 

○19番（石田成生） 今年から本格導入ですから日もそんなにたっていないけ



－454－ 

れども、試行された結果、随分職員にも納得いただいていると、これ、大事

なところなんですよね。上司が勝手に評価して、職員自身が、評価された本

人が疑問を持っておるようなのではマイナスになっていきますので、評価さ

れた本人が何でやねんと思ったら、これはあかんわけで、それは大事なとこ

ろです。 

 それから、もう一つ、客観性というところ、職員の納得も客観性というの

に入るかわからないんですけど、どうぞ、やっぱり人を使っての仕事が本当

に多いのが行政の仕事であると思いますから、その人の能力を十分に発揮す

るにはやっぱり人事だと思います。 

 それで、数値化できない評価もたくさんあると思うんですが、数値じゃな

い、数字じゃないけれども、それも職員が、本人が納得するような説明をし

て評価をしていくということをせざるを得やんと思いますので、ぜひ進めて

いただきたいなと思います。 

 そして、評価制度の概要に、職務遂行、チームワーク、能力、意欲と、こ

ういう分け方がありますが、意欲は要りますね。当然、意欲、やる気、要り

ます。その人の能力ももちろん要ります。それから、どうしても１人でこつ

こつやる仕事って恐らく少ないので、コミュニケーション能力が要りますよ

ね、チームワークが。これによって職務遂行がどれだけできていくのかなと

決まると思うんです。 

 これはこれでいいんですが、加えて、私はぜひプラス評価に加えてほしい

と思うことがありまして、日常誰もがおかしいと思わない、間違っていると

思わない、組織として延々と受け継がれてきて当たり前のように行っている

こと、何年も正しいと思われて流れてきていること、続けられていること、

誰も疑問を持たないけれども、その中に実は大きな問題点とか課題とかがあ

るんじゃないかな、ちょっと待ってって、これって誰もおかしいと思わない

けど、よく考えて、この部分ってやっぱりおかしいんじゃないという人って、

これ、大事やと思うんですよ。それをうまく評価に入れてもらうことはでき

ないかなと思うんですが、ひょっとしたら、その人が感じた疑問、その人が、
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これ、間違っているんじゃないかって、そっちのほうがひょっとしたら間

違っているかもしれませんけれども、そういう視点というか、そういう感覚

というか、そういうセンスというか、それって非常に大事やと思うんです。 

 長年ずっと、結構同じようなパターンで、ルーチンのようにやってきたこ

との中で、ちょっと待ってよって、これってどうなのということを言う人っ

て、実は組織が大きくなればなるほどその中で、これが選挙で選ばれた知事

とか副知事とかがそういう役割を実は果たしているんだろうと思うんですが、

でかい組織の中で事細かなところまで目は届かないので、組織の中にそうい

う人が私は必要かなと思うので、評価の中にそういう感覚ってぜひ入れてほ

しいと思うんですが、それ、どう思われますか。その感想だけ一つ聞かせて

ください。 

○総務部長（稲垣清文） 議員のおっしゃられたその視点というのは非常に大

事な視点だなというふうに私どもも思っておりまして、私も非常に、平成24

年度に策定をいたしました三重県人づくり基本方針というのがございますけ

れども、その中で、高い問題意識で問題を発見し、問題解決に向けて自ら積

極的に取り組むということを職員に求めておりまして、自律した人材の育成

を意識した研修なども、悉皆研修、それから任意の研修、そういったものも

含めて職員の人材育成に努めているところでございまして、また、お申し出

の人事評価制度におきましても、職員に示しております評価要素といたしま

して、問題を発見、それから把握、分析して解決策を企画する能力というも

のを求めておるところでございまして、今後も人事評価制度などを活用しな

がら、県職員の意欲、能力の向上、組織力の向上に努めてまいりたいと思っ

ております。 

   〔19番 石田成生議員登壇〕 

○19番（石田成生） ありがとうございました。 

 ぜひ三重県の県民のために働いていただける職員の方をスキルアップ、能

力アップしていただいて、来年のサミットにオール三重で向かわせていただ

くことを期待、御祈念申し上げて質問を終わります。ありがとうございまし
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た。（拍手） 

○副議長（中森博文） 38番 舘 直人議員。 

   〔38番 舘 直人議員登壇・拍手〕 

○38番（舘 直人） 失礼をいたします。三重郡選挙区より選出をいただいて

おります、新政みえの舘でございます。本定例月会議最終の質問者となった

わけでありますけれども、議長のお許しをいただきましたので早速に質問を

させていただきたいと思います。どうかよろしくお願いしたいと思います。 

 今回の私の質問、スポーツの推進とその振興ということに絞らせていただ

いて議論させていただきたいなと、このように思うところであります。 

 まず、質問に先立って、スポーツの推進、このことが県政の重点施策と

なった、その大きな動きがあったと私は思っているんですけれども、前任期、

平成23年から26年のこの４年間、これが本当に大きな動きがあったんだなと、

このように思っているところでありまして、ちょっとそれを振り返ってみた

いと思います。私なりに特筆すべき５点を挙げさせていただきました。 

 まず、その一つ目は何といっても、平成33年、本県で開催されることと

なった第76回の国民体育大会、そして、第21回目を迎えられる全国障害者ス

ポーツ大会、この誘致が成功したことだと、このように思います。 

 国体は、昭和50年に第30回みえ国体として開催されて以来46年ぶり、２巡

目となる大会でありますし、現在、障害者スポーツ大会とともにその準備を

着実に進めていただいているんだと、このようにも認識をしているところで

あります。 

 そして、二つ目、これは、鈴木知事、鈴木県政によって、みえ県民力ビ

ジョン、これが策定されたことだろうと私は思っています。 

 なぜかといえば、大規模なスポーツ大会とその開催であったりその取組、

これを通じて県民の皆さんに夢と希望と勇気と、そして感動を与えていただ

きながら、スポーツとその力で、地域の活性化であったり地域の一体感、そ

れを醸成していって、活力に満ちた元気な三重づくりにつながることなんだ

ということを目指してのビジョンであるからということで、私はそのように
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考えているところであります。 

 そして、三つ目、これは、スポーツを管轄する部局を見直していただいた

ことではないかなと。 

 これまでスポーツというと教育委員会がその所管をしていただいておりま

したけれども、平成24年４月、知事部局にスポーツ推進局、これを新たに設

置していただいて、学校体育以外のスポーツ、その業務をそちらへ移管した。

そのことによって知事部局と、そして教育委員会と一層連携をしていただく

中で、スポーツ政策の推進、また、振興に取り組んでいただくと、それがよ

りスピードアップされていって、全庁的というよりも三重県全体でその推進

に取り組むことができている、このように思うからであります。 

 そして、四つ目、これはやはり、（資料を示す）ここにありますが、三重

県のスポーツの推進の背骨となる三重県スポーツ推進条例、これを公布いた

だいたことだと、このように思っています。この条例が施行され、そして、

それに基づく推進計画ももう既に策定されているところであります。 

 この三重県スポーツ推進条例の前文の冒頭にはこのように書かれておりま

す。「スポーツは人生を豊かにし、私たちに幸福を実感させるものであ

る。」と、このように記載がされているところであります。まさに10年先、

20年先、未来に向けてスポーツを推進していこう、しなければならない、そ

れを使おうではないかという、その強い決意というものが感じられる、大き

く期待ができるものだなと、このように思うところであります。 

 そして、五つ目、最後、これは何といったって、平成30年、このときに、

東海ブロックとは言われるものの、我が三重県が幹事県、主会場として開催

がされる全国高等学校総合体育大会、いわゆるインターハイ、これの開催に

向けての取組が一層進んだ、その期間ではないかなと思うからであります。 

 このインターハイの開催は、平成33年に開催される国体、障害者スポーツ

大会、こんなことはもちろんのことでありますけれども、三重県の未来への

スポーツの推進、振興、またとないビッグチャンスであると、このようにも

確信をするところであります。 



－458－ 

 このように、これまでの４年間の大きく重立った動き、申し述べさせてい

ただきました。私もこの中で、条例の制定であったり所管の見直しをしよう

と、これまで幾つかの御提案もさせていただきながら、知事とも、また、教

育長とも議論をさせていただく中で、最終には知事の英断を得てこれらのこ

とが実現できたなということで、感謝もし、大変喜んでおりますけれども、

その反面、責任と、また、使命感的なものも感じているところでございます。 

 また、この間に、国内外での大会、特にこの三重県を中心としたところで

の大規模大会の開催が決定をされておりますけれども、ちょっとこれをごら

んいただきたいというふうに思います。（パネルを示す）これが近々に行わ

れる、我が三重県を中心としたところの大きな大会であります。一番上の枠

の中には、平成27年でありますから今年でありますけれども、今年は和歌山

県がスポーツの県と言ってもいいほどスポーツが集中しております。７月に

は君が創る近畿総体ということでインターハイが行われますし、９月には紀

の国わかやま国体、これ、70回目の国体が開催され、10月には紀の国わかや

ま大会ということで、第15回となる全国障害者スポーツ大会が行われる年で

あります。 

 そして、平成28年、29年、置いていただくと、２段目の枠、青い部分であ

りますが、平成30年には我が三重県、ここを中心とする東海ブロックであり

ますけれども、三重県が主会場として東海総体、いわゆるインターハイが開

催をされます。その翌年、上から三つ目の段、平成31年、2019年にはラグ

ビーのワールドカップが行われまして、これは、開幕戦と決勝戦は、今

ちょっといろいろ議論を呼んでおりますけれども新国立競技場で行われ、他

の試合は北海道からずっと全国で行われると。ただ、三重県では行われない

なというふうな思いはしておりますけれども、この大会がある。 

 そして、その翌年が、下から二つ目の段でありますけれども、平成32年、

2020年、東京において東京オリンピックとパラリンピックが開催されます。 

 そして、その下の青いところでありますけれども、この年に全国中学校体

育大会が行われます。これは、私は三重県が中心やというふうに思っており
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ましたら間違っておりましたので、三重県を含む東海ブロックで行われると

いうことであります。平成25年にも開催されたのが、どうもこれ、東京、関

東ブロックで行う予定だったそうですけれども、オリンピックがあるという

ことでこの東海ブロックへ回ってきたということでございます。うれしい話

だなと僕は思っておるところであります。 

 そして、一番下、平成33年に、まさに三重県からいえば大規模大会の集大

成とも言える第76回国民体育大会と第21回目を迎える全国障害者スポーツ大

会が行われると、このような流れとなるわけでありまして、先ほども申し上

げましたけれども、やはり４年間を振り返った中で重立ったことをいろいろ

取り上げてみました。 

 しかし、これをごらんをいただいている中で、大規模大会、特に、平成31

年のラグビーのワールドカップ、また、その翌年のオリンピックにおいては、

これが開催が行われるということから、事前キャンプ地、この誘致の取組も

今やっていただいているところで、知事も７月の初めからヨーロッパへ行っ

ていただいて、イギリスでしたか、そちらのほうでその誘致の活動もしてい

ただくわけでありますけれども、それがこの県内へ入ってきてキャンプが行

われるということは、やっぱりムードが上がる、また、子どもたちの目つき

が変わる、もっとスポーツに対しての期待感も大きくなるんだろうというふ

うに思いますので、その部分についてもよろしくお願いしたいなというふう

に思います。 

 また、選手の育成のためということで、民間の方々からの募金を活用させ

ていただいてジュニア選手を育成する、その仕組みを構築していただくなど

など、着実にスポーツの推進、それが図られているんだろうと、私はこのよ

うに感じているところであります。ありがとうございました。 

 そして、今、オリンピックのことを申し上げましたけれども、2020年、平

成32年に東京オリンピック・パラリンピックがありますけれども、これ、コ

ピーでありますが、（資料を示す）大会ビジョンがここに書いてあるんです

けれども、この大会ビジョンを見ますと、スポーツは世界と未来を変える力
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がある、1964年の東京大会は日本を大きく変えた、2020年の東京大会は、全

ての人が自己ベストを目指し、一人ひとりがお互いを認め合い、そして、未

来につなげよう、この三つを基本コンセプトとして、史上最もイノベーティ

ブ、革新的で、世界にポジティブ、前向きな改革をもたらす大会とすると、

このように書かれているのが東京オリンピックに対する大会ビジョンであり

ます。 

 後もずっといろいろあるんですけどこれを読んでみますと、未来をつくり、

また、未来につなげていくのは、やはりそれは人の力なんだということだと

いうふうに、重要であるということを、私もこれを読んでいて大切であるな

ということを感じたところであります。 

 さて、それで、これまで私はスポーツに関しましても、人、物、金、この

ことをテーマに議論させていただきましたけれども、今日は先ほどの大会ビ

ジョンにあったように人を中心としたテーマとして、質問、議論をさせてい

ただこうと、このように思います。 

 先ほども申し上げましたけれども、我が三重県では平成30年にインターハ

イがあって、また、オリンピックとパラリンピックの開催年であるその平成

32年には日本中学校体育連盟の大会がある。そして、翌の平成33年には国体

と障害者スポーツ大会があると、このように申し上げました。これらの大会

が一過性の大会に終わることなく、将来にわたって、三重県スポーツの推進

はもとより、スポーツでこの三重県が元気になることを目指すということは、

知事のこれまでのお言葉であったり行動からも、必須の条件、目的であると、

このように確信もするところであります。 

 さて、国体の準備についてでありますけれども、今年は中央競技団体によ

る会場地等の正規視察が行われる、このように聞いております。そして、来

年度に、文部科学省、また、日本体育協会へ国体の開催申請書を提出するん

だということで、今年はその準備を進めるとも聞いているところであります。 

 そして、本年度中にしなければならないのは、その国体開催申請書に必要

な全体の基本計画・構想とも言うべき開催基本構想を策定される、このよう
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にも伺っているところでございまして、そこで、知事にお伺いをさせていた

だきますけれども、これまでも知事とは、国体をはじめ大規模大会の開催、

スポーツについて、また、それも地域づくりも含めて様々な議論もさせてい

ただいたところでございまして、そのようなことを踏まえていただいて、こ

の国体の開催基本構想、その策定に当たって、知事はどのような思いを込め

てどんな構想にしようとされているのか、まずお伺いをさせていただきたい

というふうに思います。 

 そして、また、村木スポーツ推進局長にお伺いをいたしたいのは、この中

央競技団体、正規視察に今年見えるということでありますけども、それは、

いつごろどのような視察なのかをまず教えていただきたい。 

 そして、現在の会場地等の指定状況や競技施設等の現況、課題、これもど

のように整理され、認識されているのかという点。 

 そして、もう一つは、基本構想については知事のほうから総体的なお話を

お伺いするわけでありますけれども、この構想ってどんな項目というか、内

容というか、構成になっているのかということと、そして、一番私は大事だ

と思っているんですけれども、県の体育協会、また、各競技団体等、関係機

関の皆さんの、まさに極めて重要なのは現場の思いやら声なんだというふう

に思います。スポーツ推進局長としてこの構想の中に現場の声、思いをどの

ように織り込もうとされておるのかお伺いをしたいと思います。よろしくお

願いします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 第76回国民体育大会の開催基本構想、どういう思いで策

定していくのかということです。先ほど議員から御指摘もあったように、そ

の構成や内容などについては村木スポーツ推進局長のほうから、自分の経験

も踏まえて、きっといい答弁をしてくれると思います。 

 平成33年の国民体育大会は、昭和50年のみえ国体以来、実に46年ぶりの開

催となります。この昭和50年のみえ国体では、前年に石油危機の発生、物価

の高騰などがあり、かつてない厳しい環境の中での開催でしたが、新生国体、
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質実国体とも評されたように、国体に情熱を傾けた諸先輩の方々が一生懸命

努力され、国体を成功に導いていただきました。 

 また、前回の国体開催を契機に、多くの方の献身的な御尽力により、選手

育成の基盤となる競技団体がさらに成熟するなど、数多くの競技において普

及振興が一層進むこととなりました。 

 さらに、開催から約40年のときを経た今、当時活躍した選手が指導者と

なって後進の育成に励み、その教え子から、オリンピック選手、まさに吉田

沙保里選手などがそうだと思いますが、をはじめ、国内外で活躍する多くの

選手が輩出されるなど、みえ国体で培った選手、競技のＤＮＡが次世代へと

受け継がれています。 

 このように、みえ国体の開催に尽力された方々の貢献が今でも続いている

ことは、みえ国体が成功であったことを物語っているものだと思います。私

たちは、こうした方々の、そういう先人の思いを大切にしながら、平成33年

に向けた開催準備に当たってまいりたいと考えています。 

 開催基本構想は、このように前回の国体が残したものを大切にし、形にし

ていくためにも、この国体を一過性のものとせず、本県のスポーツ推進に大

きな弾みとなる取組を盛り込んでいくこととします。そして、この開催基本

構想による取組を進めていくことによって地域のきずなづくりにつなげ、地

域の活力を生み、育んでいくことを目指してまいります。 

 先般亡くなられました、県体育協会の会長を務めていただいておりました

岩名元議長が、チーム三重ということを繰り返しおっしゃっておられました。

それは、選手、スポーツをする人、見る人、支える人が一丸となってチーム

三重になるということと、国体を通じて地域が一体感を持って、これから厳

しい環境の時代になるかもしれないけれどもチーム三重として頑張っていっ

てほしい、そういうことで、岩名元議長は何度もチーム三重とおっしゃいま

した。そういうような思いも開催基本構想の中に入れていきたいと思います。 

 いずれにしましても、策定に当たりましては、国体三重県準備委員会での

審議を中心としつつ、県議会をはじめ、市町や関係団体など、できる限り多
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くの皆様の御意見を伺いながら策定していくこととしています。 

   〔村木輝行地域連携部スポーツ推進局長登壇〕 

○地域連携部スポーツ推進局長（村木輝行） それでは、大きく２点について

御質問をいただきました。 

 御質問との順序が前後いたしますけれども、まず、最初に開催基本構想の

点から御答弁を申し上げます。 

 開催基本構想は、大会が県民の力を結集した元気な三重づくりにつながる

ことを目標として、その目標を具体化するための取組を盛り込んでいきたい

と考えております。 

 内容につきましては、開催基本方針の柱であります県民力の結集、簡素・

効率化、情報発信と交流の輪づくり、本県のスポーツ推進を基本としながら

策定を進めることとしております。 

 構想への思いでございますが、昭和50年の前回大会を契機として、オリン

ピックをはじめ、国内外で活躍する選手が多数輩出されました。今回の大会

においても、大会の経験が県民の皆さんの財産となり、将来にわたり、私た

ちの目指すスポーツを通じた人づくりにつながるような内容にしていきたい

と考えております。 

 私自身も、昭和50年のみえ国体は高校３年生で出場の機会を得ました。出

場によって得ました多くの経験は、私自身の大きな財産にもなっております。

こうした経験をさせていただいたことに感謝をしておるところでございます。 

 このような思いから、策定に向けましては、私自身が現場に足を運び、関

係団体等をはじめ多くの方々の声を聞き、取り組んでいくべき方策を盛り込

んでいきたいと考えておるところでございます。 

 続いて、２点目でございますが、中央競技団体の視察並びに会場地選定の

状況でございます。 

 中央競技団体からの視察につきましては、来年度に日本体育協会から開催

の内定を得るに当たって、施設の整備計画、競技運営計画、競技役員養成計

画等について、具体的な指導、助言を得るために行うものであります。 
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 時期といたしましては８月から今年度末にかけて受けることになりますが、

その対応に当たりましては、選手の力が十分に発揮できる環境が整備される

よう、また、会場地市町に過度な負担とならないように、県内各競技団体、

会場市町と連携しながら進めていきたいと考えております。 

 各会場地の施設につきましては、会場地市町選定基本方針に基づき既存施

設の活用を原則とし、各競技の施設基準を満たす施設を基本的には選定して

おりますので、大規模な改修はないものと認識をしておりますが、視察を通

じて指摘を受けた個別の課題につきましては、競技団体、市町と連携しなが

ら対応していきたいと考えておるところでございます。 

 あわせまして、会場地の選定状況でございます。これにつきましては、本

年３月の時点で、正式競技が18市町で35競技、また、特別競技は３市でそれ

ぞれ選定しておるところでございます。 

 未選定につきましては、施設の課題や自然の地形を活用するなどの課題が

あるといったことから、馬術、カヌー、ホッケー及び軟式野球の１会場につ

いて、現在、会場地の候補となる市町、競技団体などと調整を行っていると

ころであります。これにつきましては、できる限り早期に会場地選定ができ

るよう取り組んでまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

   〔38番 舘 直人議員登壇〕 

○38番（舘 直人） ありがとうございました。 

 よく、思い、わかります。チーム三重、本当に岩名元議長、おっしゃって

みえたなというのをまた改めて今思い出したところでありますし、先人のつ

くってきたこと、そして、選手がまさに指導者になり、多くの経験、感動、

まさに未来につないでいけるように、さらに頑張って一致結束でしていただ

いて成功すること、達成感を与えること、大事だというふうに思います。 

 伊勢志摩サミットの答弁のように、県民総参加で、県民挙げてのそんな大

会、大成功となるように私どももしっかりと応援をしていきたい、このよう

に思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 
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 二つ目でありますけれども、インターハイと全国中学校体育大会の取組

等々についてでありますが、平成30年のインターハイ、このことについては

まず、教育長をはじめ関係者の皆さんにお礼を申し上げなきゃならないなと、

このように思います。 

 今まで私は幾度となく、口癖のように一つの競技でも多くというふうに申

し上げてきて、今回15の競技種目になったと、このようにお伺いをしたとこ

ろでありまして、本当によかったな、それが花開くように、今度はその取組

を一生懸命していっていただきたいなと、このように思うところであります。 

 昨年もちょうど６月定例月会議の中で一般質問もインターハイに関してさ

せていただきました。そのときに、昨年の末には開催承諾書を全国の高等学

校体育連盟に出すとか、東海の開催基本計画を策定するとかというふうなお

話がございましたけれども、ここでは、今、準備委員会を立ち上げていただ

いておりますけれども、あのとき私は、そんなものはいいから初めに実行委

員会を行ったらどうやと、このように申し上げたんですが、実行委員会、こ

れの移管時期はいつなのか、どのような体制でやろうとされているのか、教

育長にお伺いをしたいというのと、三重県開催基本構想というのも策定を予

定されていると、あのときに答弁があったというふうに思いますが、どのよ

うな考え方をされているのか、お伺いをしたいと思います。 

 そして、全国中学校体育大会、全中の大会でありますけれども、これも１

年前に平成25年に行った部分の検証と総括ということで質問をさせていただ

いて、ここに答弁のあれがあるわけですけれども、いろいろいいことも書い

ていただいてあるんですけれども、まだまだ工夫する必要の部分があったよ

ねというのは、来県者の方とか、そういうような部分だったというふうに思

います。 

 私は、県民の皆さんへの周知が欠けているからちょっと盛り上がりに欠け

ていたのではないかと、こんな言い方をいたしましたけれども、教育長自身

もそんなに早く来るとは思わなかったんだろうとは思いますが、そのことをど

のように考えているのかお伺いをしたいというふうに思うところであります。 
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 特に、国体の前ということもありますし、全国中学校体育大会で活躍をさ

れる中学３年生と２年生の、そこら辺の選手ならば、ひょっとすると国体に

も中心的な選手で出ていただけるのではないかなと、こんな思いもしている

ところであります。まさに活躍をする晴れの舞台が大きくなればなるほど人

は成長していくんだと、このように思いますから、そんな中での回答をいた

だきたいのは、まず、先ほど申し上げたことと、そして、前回は３競技でし

たよね。柔道、新体操、そして、ソフトボールでしたか。今回もその倍ぐら

いは、もう国体の前ですもん、そんな思いで取り組んでいただくのが私は大

事なことだろうというふうに思います。 

 そして、質問の最後は、平成25年にあったあの大会の反省をどうやって生

かしていこうとされているのかお伺いをいたしたいと思います。 

   〔山口千代己教育長登壇〕 

○教育長（山口千代己） 議員からは、インターハイと全国中学校体育大会に

ついて御質問いただきましたので、順次お答え申し上げます。 

 まず、全国高等学校総合体育大会、インターハイでございますが、高校生

が日ごろの成果を発揮する、憧れの最高の舞台であり、開催期間中には、選

手、監督、役員や保護者など、30万人以上の方々の御来県が見込まれます。 

 また、平成33年、国民体育大会の開催に向けて、インターハイを県民一丸

となって進めていけるよう、国体常任委員会と同様の関係機関、団体の組織

を持つ平成30年度全国高等学校総合体育大会三重県準備委員会を本年５月に

設立いたしました。 

 準備委員会では、本県で開催する15種目の会場地について７市１町と決定

するとともに、六つの専門委員会を設置し、６月26日には広報・報道・おも

てなし専門委員会と競技専門委員会の第１回会議を開催いたします。 

 加えて、本大会を盛り上げるために、大会を象徴し、多くの人々に親しま

れる愛称、スローガン、シンボルマークなどの募集を、６月15日から東海４

県で行っているところです。 

 今後、準備委員会では、本県の特色を生かした開催基本構想を策定してい
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きます。その中でも、これまでの開催県にない取組といたしまして、一つは、

高校生が大会の開催準備、運営にかかわり、多くの感動や達成感を味わうこ

とができるよう、高校生活動専門委員会を設置し、その活動を支援いたしま

す。 

 ２点目は、三重の魅力発信を積極的に進めるため、観光連盟をはじめとす

る県内のあらゆる主体と連携し、おもてなし活動を進めてまいります。 

 そして、平成28年３月には準備委員会を、知事を会長とする実行委員会へ

移行し、基本構想の策定など、本格的な体制整備を図ることとしております。 

 平成30年のインターハイ、平成32年の全国中学校体育大会、平成33年の国

民体育大会・全国障害者スポーツ大会の地元開催により、三重の子どもたち

が１人でも多く全国規模の大会で活躍できるよう競技力の向上に取り組むと

ともに、県民の皆さんが夢と感動を味わい元気になるよう、中学校体育連盟、

高等学校体育連盟及びスポーツ推進局などの関係者と連携しながら最高の舞

台づくりを進めてまいります。 

 続きまして、全国中学校体育大会の開催に向けた準備状況について御答弁

申し上げます。 

 平成32年度全国中学校体育大会につきましては、公益財団法人日本中学校

体育連盟が本年３月27日に東海４県で開催することを決定したところです。 

 全国中学校体育大会の東海４県での開催は、昭和62年以降、平成25年まで

の間で４巡しておりますが、本県では、16競技ある中で、いずれもこれまで

は３競技の開催にとどまっております。 

 今後、東海４県の教育委員会並びに中学校体育連盟が、施設整備や大会運

営を担う役員及び登録生徒数、これまで各県において開催された競技の状況

等を考慮し、調整の上、決定していくこととなります。 

 本県にとりましては、平成32年の全国中学校体育大会はインターハイの２

年後に開催されることから、インターハイの開催で盛り上がったスポーツに

対する機運やおもてなしの心、大会運営のノウハウなどを全国中学校体育大

会でもしっかり引き継いでいきたいと考えております。 
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 なお、議員からも指摘がございましたが、平成25年大会では広報や来県者

へのアプローチに工夫が必要であったということから、ＩＴの積極的な利活

用など、広報や情報発信の取組を強化することを通じて、開催市町だけでな

く全県的な盛り上がりにつなげていきたいと考えているところです。 

 また、翌年の平成33年には国体及び全国障害者スポーツ大会が開催される

ことから、全国中学校体育大会をそのプレ大会と位置づけ、しっかり盛り上

げていくとともに、競技力の向上においても国体の成果につなげられるよう、

選手の強化及び指導者の育成に取り組んでまいります。 

 そのためにも、議員からも御指摘がございましたが、これまで３競技で

あった本県開催について、平成32年の全国中学校体育大会では、これまで未

開催であった競技や国体で開催される競技を見据えながら、一つでも多くの

競技が開催できるよう、前スポーツ推進局長としてもしっかりと取り組んで

まいりたいと思います。 

 いずれにいたしましても、この一連の３大会が本県の子どもたちにとって、

スポーツの持つ価値を共有し、する、見る、支えるといった様々なかかわり

を通じて夢と感動を味わい、元気になるような機会としてまいりたいと考え

ております。 

 以上でございます。 

   〔38番 舘 直人議員登壇〕 

○38番（舘 直人） ありがとうございました。 

 競技数、インターハイからいきますけれども、このインターハイは、ほか

の県ではない、そんな強みを持つ大会になると思うんですよね。平成28年に

まさにサミットが行われる、その三重県、ほかのところでは絶対ないわけで、

そして、この競技というか大会も毎年毎年行われていく、だんだんという盛

り上がりもあるわけでありますから、この部分について、いま一度革新的な

大会をやろやないかと、そんな思いを持っていただきたいと思います。 

 その中で、この種のものは、先ほどもちょっとありましたけれども、これ

まで３種目だから３種目なんだというような考え方の中でいくと、前例踏襲
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された、そんな形のものになっていくのではないかな、そんな張り合いの悪

いことではあかんわけでございまして、県民の皆さんに感動を与えていただ

いて、この地域が、三重県が元気になろう、このように知事も思ってもらっ

ていますし、そんなビジョンもあるわけですから、それに向かっていく。 

 その中では、例えばインターハイのほうですよ。インターハイのときに各

会場に小・中学生を呼ぶというか見学をさせる、じかにそれを見せる。全国

の高校生のお兄ちゃん、お姉ちゃんらが頑張っている。ああ、こんなことが

あるんだなということを感動させていくということや、また、運動するその

きっかけにしていく、それが全国中学校体育大会やら国体につながっていく

んだというふうに思いますから、一回そんなこともしてみたらどうかなとい

うふうに思うのと、おもてなし、まさにそうだと思います。 

 平成28年にはサミットがある。そのときにいろいろな形の中で、三重県の

持つ強みである食も含めていったところでのおもてなしがやれる、それをも

う一度ここでしっかりと展開するというのも一番重要なことではないのかな

と思いますけれども、この点についてはいかがですか。 

○教育長（山口千代己） 議員からも指摘いただきましたが、小・中学生の会

場での試合観戦でございますけれども、市町教育委員会の協力も得なければ

いけませんが、本県出場選手と一体となって、自分たちの先輩あるいは一緒

にやってきた仲間をしっかり応援できるような、そんな機会の設定とか、あ

るいは、高い技術や最高のプレーを目にし、刺激を受けることでスポーツの

取組意欲が高まったり、あるいは本県の競技力の向上につながると、そうい

うようなことも含めて、今後、実行委員会で策定を予定しております基本構

想の中に盛り込みながら、チーム三重でしっかりと共有したいなと思ってお

ります。 

 そして、おもてなしにつきましては、これは日ごろからの取組が大切かな

と思っておりまして、高校であれば職業高校の中でいろんなことがやれるだ

ろうし、あるいは、運動部活動の子どもたちにとってはそれもやれるし、あ

るいは、文化部活動の子どもたちにとっては、吹奏楽だとか、あるいは合唱
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だとか、様々な広がりを持った取組ができますので、そういう点についても

留意しながら進めてまいりたいと思っております。 

 以上です。 

   〔38番 舘 直人議員登壇〕 

○38番（舘 直人） まさに私もそのとおりだと思います。人づくりはそんな

ところから始まるのかなと思いますし、特に小さいときに、先ほど申し上げ

たけど、大きい舞台に上げて、そこで活躍をし、頑張ろうという気持ちを

持っていただくことこそが、また、この三重県の発展にもつながっているん

だというふうに思います。 

 そして、先ほど言われた、やはり３競技は３競技やと言われるのではなく

て、この後、後のほうでまた申し上げますけれども、国体の競技も増えるん

ですよね、国体の競技も。オリンピックの競技種目にそれを合わせていくと

いうので、今度９種目でしたか、増えるんですよね。そんなこともあって、

またこれ、後で申し上げますけれども、そんなことも思いながらも、そうな

れば、子どもたちにまだやっていない競技をさせるとかという、そのチャン

スを与えることも教育委員会の仕事だと思いますので、そのことも含めてお

願いをしたいと思います。 

 そして一つ、報告というか、今、教育委員会で公立学校の教員採用、これ

において、スポーツ特別選考を行っていただいています。この間もいいお話

をお伺いしました。平成26年４月に県立高等学校の保健体育科で新規任用さ

れた先生、任用されてから間もない８月のインターハイへ指導者として行っ

ていただいた。何の種目やというともうややこしいので言いませんけれども、

行っていただいて、女子の団体で７位という入賞をしていただいた。本当に

驚くようなと言うと失礼ですけれども、本当にすばらしい、見事な成果も上

げていただいたんだというふうに思います。これは当然その先生の本人の技

術力とか、また、努力といったものには本当に敬意を表するところでありま

すけれども、また、選手というか子ども、そして、また、関係者、本当に大

喜びで、特に子どもというか、選手というのは目の色も変わるほどうれしく、
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よし、やるぞと、このような思いになったと、このように伺っているところ

であります。 

 今後も、これも一つの手法として入っていることでありますけれども、ほ

かにもいろいろなまた手法があると思うんですよね。前も申し上げたけど、

オリンピックの選手を連れてくるとか、いろいろな形のもの、実際できるか

できないかはわかりませんけれども、初めから諦めることなく、今回のこの

いい例を参考にして取り組んでいっていただきたいなと、このように思いま

す。 

 そして、スポーツ特別選考は保健体育だけではなくて、ほかの教科であっ

ても、そのような選手というか、指導者はみえるのではないかな、このよう

に思うところでありますが、簡潔にコメントをいただければと思いますが、

いかがでしょうか。 

○教育長（山口千代己） 現在は保健体育の枠の中でやらせていただいており

ますが、そのほかの教科ということでございますが、検討課題ということで

させていただきたいなと思っております。 

 いずれにしましても、採用される教科の専門的知識が必要かなと思います

ので、そのあたりの兼ね合いだと思っております。 

 以上でございます。 

   〔38番 舘 直人議員登壇〕 

○38番（舘 直人） 検討するは75％やったか。とにもかくにも前へ進めて

いって、そんな気持ちに子どもたちをし、みんながその雰囲気になるように

頑張っていただきたいというふうに思います。 

 次に、（３）の成年選手、いわゆる「なるねん」選手とも言われますけれ

ども、競技力の向上と支援ということについてお伺いをしたいと思います。 

 まず、今年が和歌山県で国体が行われるということであります。第70回の

わかやま国体、我が三重県勢は、総合成績を20位台、大きな目標を持ってお

りますし、男女総合得点1000点を獲得しようやないか、この大きな目標があ

りますけれども、私もぜひとも頑張っていただきたい、それを達成していた
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だきたい、このように思いますが、情勢はいかがなものか、スポーツ推進局

長にお伺いをしたいというふうに思います。 

 そして成年選手の競技力についてでありますけれども、全国のトップリー

グで活躍する三重県のチームというと、例えば伊賀ＦＣくノ一、また、三重

バイオレットアイリス、ハンドボール、そして、ホンダヒート、ラグビー

等々あります。また、デンソー大安製作所の女子駅伝というのもありますけ

れども、全体的にレベルとしては、全国的には低位にあるんだと、このよう

に競技力向上本部が分析をされているようでありますが、ですから、今度の

平成33年の国体、ビッグチャンスとして頑張っていただきたいんだと、この

ように思うところであります。 

 例えば吉田沙保里選手、世界最強、霊長類最強とも言われておられる女子

レスリングでありますけれども、もとを正せば昭和50年のみえ国体のときに、

吉田選手のお父さん、縁あってこの三重県庁に奉職をされていたということ

が今の吉田沙保里選手につながっているんだ、このように思うところであり

ます。 

 今、競技関係者の方からいろいろお声を聞きます。強い選手を育てても、

受け入れていただくような、そんな企業がないんですよとか、県外の出身者

でありながらも、三重県に来て競技をしたい、こんな選手がおるんだけれど

も、その受け入れ先、どうにかならんでしょうかねと、こんな私にでもいろ

いろお話が入ってくるところであります。こうした選手の受け入れ先、やは

りそれは競技団体が主体的にというふうなことになるのかもしれませんけれ

ども、そういってもなかなかそんな調子よくいかないというのが現実であり

ます。 

 そのことでスポーツ推進局長にお伺いをいたしますけれども、この種の相

談はいろいろスポーツ推進局長のほうが平生から相談を受けてみえるんだと

思いますが、まず、国体に向けてとして、成年選手、県内外、また、国外の

選手の受け入れということも考えながら、どのような取組を行っていこうと

されているのか、また、行っているのか、お伺いをいたしたいと思います。 



－473－ 

   〔村木輝行地域連携部スポーツ推進局長登壇〕 

○地域連携部スポーツ推進局長（村木輝行） ２点御質問いただきました。 

 まず、１点目でございますが、今年のわかやま国体に向けての現在の状況

でございます。 

 この４月以降といいますか、３月からは、少年のほう、高校生でございま

すが、全国高校選抜大会でテニス男子の四日市工業高校や、ソフトテニス男

子の三重高校、また、個人競技でもレスリング、ウエイトリフティングでも

優勝者が出ております。 

 こうしたことで、多くの競技種目で入賞を果たす活躍も見られております

ので、少年選手強化の手応えを感じておるという、そういったところでござ

います。 

 さらには、県内の企業やクラブチームにおきましても国体入賞へ向けて取

り組んでいただいておりまして、その中でも、４月以降、全日本社会人大会

や日本リーグ等において既に昨年を上回る成績をおさめているチームもあり

ます。 

 こんなことでございますので、競技団体の思いは国体入賞へ向けて、徐々

にではございますが醸成されてきているというふうに感じております。 

 こうしたことから、県体育協会とも連携を図りながら競技団体の競技力向

上に向けた取組を支援し、今年のわかやま国体では、大変厳しい道のりにな

ることは承知しておりますが、県内の競技団体や関係者がチーム一丸となっ

て、まさにチーム三重で取組を進め、強い気持ちを持って20位台を必達の目

標としてまいりたいと思います。あわせて、天皇杯得点1000点の獲得を目指

してまいりたいと考えておるところでございます。 

 それから、２点目でございますが、成年選手の県内定着に向けた取組でご

ざいます。 

 実は昨年度の長崎国体におきましては、少年種別の獲得得点が289.5点、

一方、成年におきましては144.5点と低位になっておるといったことでござ

います。こうした状況は三重県競技力向上対策本部の競技力向上対策委員会
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においても指摘を受けておるところでございまして、まさに成年選手を受け

入れる体制が整っていないと、そういったことが原因の一つであると意見を

いただいておるところでございます。 

 こうしたことから、今年度から公益財団法人三重県体育協会と連携を図り

ながら、県内出身者や県外の国内トップレベルの選手が県内に定着できるよ

う、就職支援に向けた取組を始めたところでございます。現在、競技団体に

対して、成年選手の確保、チームを構成する時期を踏まえ、選手強化の方針

や年次計画等の作成に向けた聞き取りを行っております。 

 あわせて、県内商工関係団体とも連携を図りながら、企業、事業所等を訪

問し、選手の受け入れについて理解を求めているところでございます。 

 さらには、競技団体を通じまして、国内の優秀な選手が所属する大学等に

対しましても本県の取組を説明し、選手の本県への就職を促す取組も進めて

おります。 

 今後は競技団体の意向を踏まえながら、選手と企業、事業所等とのマッチ

ングを図ることで、多くのトップアスリートが県内に定着できるよう、取組

を進めてまいりたいと思います。特に団体競技におきましては、企業、事業

所ごとにチームを持っていただくことを目指すわけでございますが、一つの

企業、事業所でチームを抱えることが困難な場合は１社で１名ないし２名を

雇用するような形態のクラブチームの結成も視野に入れた取組を進めてまい

ります。 

 こうした取組もあわせながら、成年選手の競技力向上に向けた支援をして

まいりたいと考えておるところでございます。 

 以上でございます。 

   〔38番 舘 直人議員登壇〕 

○38番（舘 直人） ありがとうございます。 

 国体のほう、和歌山、本当に取組、大変だというふうに思いますけれども、

大きな目標を立てられたことは、私、大正解だと思います。ですから、どう

やってやろうというのが、先ほどの競技力の委員会とか、いろいろな形の中
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での取組をしていただいている。その結果も、先ほど言われたように、少年

やらいろいろな形の中でその結果も出てきているわけですので、チーム一丸

となって、まさにチーム三重で頑張っていただいて、岩名元議長のことを思

えば、この年に本当に目標を達成していただくように、心からお願いをした

いと思います。 

 そして、成年選手の関係でありますけど、今、三重バイオレットアイリス、

ハンドボールの鈴鹿でありますが、フェイスブックを見ると各選手が、自分

が勤務する、その企業の紹介をそれぞれがやっているんですよ。フェイス

ブックに写真を上げて、ほかの仲間の従業員の方なり、また、幹部の方と一

緒に写真を撮って、私は今ここで仕事をさせていただいて頑張っているんで

すよというふうな形のものもあるんですけど、そんな形のものも一つ県民の

皆さんに知っていただく、皆さんに知っていただきながら応援をしていこう

という、そんな環境をつくるのもいいことかなというふうに思います。 

 そして、スポーツ推進局がこれは主でありますけれども、そこばっかが苦

労せんでもいいわけでございまして、特に県庁としては雇用経済部、廣田部

長のところであったり、また、教育委員会はもちろんのことでありますけれ

ども、横断的な形の中で、ほかの団体、体育協会とか競技団体もありますけ

れども、そこら辺の中での綿密な連携、それも図っていただきながら、まさ

に我が三重県の人材、財産としてのそれを確保すると、そんな思いも持って

いただいて、いろいろな取組、人のことでもありますし、企業の相手さんの

みえることでもあるから大変なことだとは思いますけれども、そんなマッチ

ングができるように努力をしていただきたいなと、このように思うところで

あります。 

 そして、成年選手の一番の支援は、やはり財政的な、そんな支援もあるか

と思いますけれども、私はもっと、そんなのではなくてやはり、選手たちの

試合日程、チームの試合日程、練習の日程、それを県民の皆さんにもっと

知ってもらうことやと思うんですよ。そして、常に選手と県民の皆さんが一

緒にいるというような、こんな環境づくりをしていく中で、選手の皆さんの
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活躍を知って、見守って、そして応援をするんだ、これが一番の支援になる

のかな、このように思っておりますので、そんなことも含めながら取り組ん

でいただきたいというふうに思います。 

 次のやつをやると時間がないかもしれませんので、後にします。 

 それでは、次は（４）の女子選手、これの競技力の強化対策と新種目への

対応ということでさせていただきたいと思います。 

 まず、女子選手の競技力の強化と育成策ということでありますけれども、

本県の競技力の課題に女子の競技力の低迷があると、このように、ちょうど

私が昨年、前年度、総務地域連携常任委員会に所属をしている中で、スポー

ツ推進局のほうからその説明があったところであります。まさに、国体の成

績ばっかり言うのではありませんけれども、大きな問題というか、課題であ

るかなと。みんながそれを持ちながらもそれに取り組んできているところで

ありますけれども、このことについていま一度、どのように分析をして今後

どうやって対応していくんだということについてお聞かせをいただきたいと

思います。 

 そして、先ほどもちょっと競技種目のことを申し上げましたけれども、国

体において、東京オリンピックの競技種目に合わせて新たに九つの種目が追

加をされるということであります。男女で導入されるのが３種目、そして、

女子のみで導入されるのが６種目ということでありまして、この新種目の一

部は、今年は和歌山県の国体でありますけれども、来年は岩手県の国体で、

その一部がそちらでもう導入をされるんだ、そして、平成29年、その翌年は

愛媛県が国体の会場地でありますけれども、そのときにはもう、この競技種

目、オリンピックに合わせた競技種目が９種目とも行われるんだ、このよう

にも伺っているところでありますけれども、我が三重県にとって、これは大

変大きな課題、問題になるのではないかな、このように思います。 

 新種目が導入されるということでありますが、三重県としてどのようにこ

れについて対応していくのか、その方策ということをお伺いしたいと思いま

す。 
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   〔村木輝行地域連携部スポーツ推進局長登壇〕 

○地域連携部スポーツ推進局長（村木輝行） それでは、女子の競技力の関係

で答弁をさせていただきます。 

 まず、女子の競技力でございますが、昨年の長崎国体を例にしますと、皇

后杯の順位が38位であったと、そういった結果でございます。このことは、

女子の選手が中学校卒業後、競技を継続できていない実態など、女子の競技

人口が少ないことも要因の一つであると、こういったことが考えられるとこ

ろでございます。 

 こうした競技人口が少ないという実態を受けまして、本年度新たに女子の

競技力向上に向けた取組の充実を図るため、中学校、高等学校が合同で練習

をする機会を設けることで中学生が高校運動部の活動に理解を深め、継続し

て部活動に取り組むきっかけとすることや、成年選手につきましては、県内

外のトップ選手が県内へ定着できるよう、取組を始めたところでございます。 

 さらには、三重県体育協会と連携をしましてみえ女性スポーツ指導者の会

を設立いたしまして、女性アスリートを取り巻く環境について実態を把握す

るとともに、競技を継続していくために必要となる調査研究に取り組むこと

としています。 

 また、女性アスリートには、妊娠、出産など、女性が抱える特有の課題が

あることから、県産婦人科医会の協力を得まして、指導、助言を受けられる

相談窓口を、９月をめどに開設いたします。 

 これらの取組を通じて女性アスリートが競技を継続できる環境を整えてい

くとともに、競技団体が行う合宿や遠征などの強化活動を支援してまいりま

す。 

 続きまして、新たに追加される新種目への対応でございます。 

 先ほど議員からも御紹介いただきましたように、いわて国体から六つの競

技がいよいよ導入をされるということになっております。 

 本県におきましては、レスリング競技のように、ジュニア期から女子を含

めた発掘、育成に取り組み、一定の成果を上げている競技団体がある一方で、
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新たに導入される競技種目の多くで競技人口が非常に少ない現状にあります。 

 こうしたことから、当該競技団体とは十分連携を図りながら、新種目の競

技人口が増えるような体験会を開催し、その後の選手強化につながるような

取組につなげていきたいというふうに考えておるところでございます。 

 以上でございます。 

   〔38番 舘 直人議員登壇〕 

○38番（舘 直人） ありがとうございます。 

 女性の選手の競技力の関係については本当にいろいろな取組をされていて

ここまで来ている。それを積んでいってこれから花が開いていくんだろうと

いうふうに思いますし、関係される多くの方々、協議をいただきながら取組

を進めていただきたいというふうに思いますし、新たな種目、例えばこれま

でもその種目に対して子どもたちにチャンスを与えようという取組も行われ

てきたところでありますが、どんなものがあるかといいますと、水泳という

と水球が出てくる。そして、ボクシング、そして、バレーボールというと

ビーチバレーというような形のものがあったり、あと、ラグビーの７人制、

自転車、ウエイトリフティング等々、いろいろなものが出てくるわけでござ

いまして、全ての形の中で、国体がまたオリンピックの一つのステップアッ

プのための大会になっていっているんじゃないかなというふうな思いもする

ところでもありますけれども、そこら辺についてもいかがなものかと思いな

がらも、これが現実ではあるわけでありますから、このことについての取組

もよろしくお願いをしたいと思います。 

 それで、もう時間もあれですので最後に５番目でございますが、三重県ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略とスポーツ施策ということであります。 

 鈴木県政、知事の中でのスポーツ施策というのは、これまでとまた違うも

のだと私は思っています。例のみえ県民力ビジョンの話も先ほど一番初めに

させていただきましたけれども、現在、今、議論をしておりますのが県の人

口ビジョン、そして、まち・ひと・しごと創生総合戦略、このことが、ス

ポーツ施策、鈴木知事の言うスポーツ施策がそこへ通じるものではないのか
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なと、このような思いをしているところであります。 

 それは、今までるる申し上げてきた人づくりのことから含めていったとき

に、そうだろう、そんなことだからというふうな思いがするからであります。 

 私も今、戦略企画雇用経済常任委員会に所属しておりまして、この間とい

うか、先日、所管説明の中でこの計画書を見せていただきました、中間案で

ありましたけれども。それをちらっと見ておりましたら、唯一一つ、地域連

携部スポーツ推進局というのが出てきたんですよね。20番目の地域の魅力向

上という中でスポーツが云々ということは、自然、歴史、文化、食、スポー

ツなどの地域資源を活用した交流促進、まさにこれやないかというのは唯一

これだけなんですけれども、唯一これなんですとそんなに言わんでもいいで

すが、このことについてどう思うかということなんですが、私もこの委員会

の所属する委員ですのでここで議論をするのはいかがなものかと思いながら

いるんですが、スポーツを通じてというふうな形の中でいけば、今まで申し

上げてきたこと、知事もそうだそうだ、ビジョンもあるやないか、そんなこ

とも御理解をいただく中では、もう少ししっかりと、最終案には記載がいた

だけるようにしていただきたいな。常任委員会の中でも私は議論をする立場

にありますから、今ここで答弁を求めるというとまたややこしいことになる

かもわかりませんけれども、そんな思いで私はこれを読ませていただきまし

た。 

 一度、知事、また、部長も関係部局等としっかりと協議をいただいて、そ

の部分についてもう少し頑張るわねというようなしっかりとした記述をして

いただきたいことをお願いしたいと思います。 

 もう時間もあれでございますけれども、私もスポーツのことでこれまでい

ろいろな、まさに知事とも議論をし、取組もさせていただいていると自分は

思っております。 

 そして、さきの選挙のときであったり、これまで県政報告やらいろいろな

ことをする中でも、地域の皆さんからいろいろな思いやら意見、また、おし

かりもいただくわけであります。 
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 その中で、いろいろ言われることを私なりにまとめると、三重県がこれか

らの国のあり方に先鞭をつけることなんだよ、このようなことを言われまし

た。先鞭って何やといったら、他人より先に着手して道をつけることだと、

このようなことであります。 

 これから大規模スポーツ大会のイベントがありますけれども、それよりも、

それで地域をつくっていこうとする三重県でありますから、国体においての

天皇杯、皇后杯の獲得をして総合優勝をとろうと、その達成感を持って次の

地域づくりをしていく、よくわかります。わかりますけれども、それも必要

や、しかしながら、競技、勝負ということもさることながら、来ていただく

方の交流の場、友好の場、楽しめる場、大きな思い出をつくっていただく場

にすることも、舘、もっと大事なことがあるんだろう、それには三重県の多

様な文化も理解をしていただくように発信をしなければならないだろうとい

うお話もいただいております。 

 まさにスポーツの祭典は文化の祭典なのかなと、こんな思いの取組もして

いただきたいと、このように思いますし、三重国体、それまで続くいろいろ

な形の中での取組、大会がありますけれども、やはりあの国体、三重県の三

重国体で国体が変わったな、地域が変わったな、このように言われるように

チーム三重として頑張っていただくことを心からお願いして私の質問を終わ

らせていただきます。ありがとうございました。（拍手） 

○副議長（中森博文） 本日の質問に対し、関連質問の通告が１件あります。 

 津村衛議員の質問に対する関連質問の通告がありますので、これを許しま

す。８番 稲森稔尚議員。 

   〔８番 稲森稔尚議員登壇〕 

○８番（稲森稔尚） 皆さん、お疲れさまです。伊賀市選出、草の根運動みえ

の稲森稔尚といいます。大変お疲れのところ、関連質問をさせていただきた

いと思います。 

 今日は津村議員の河川堆積土砂撤去の推進についてに関連いたしまして、

河川における公共工事と内水面漁業権について２点ほどお伺いをしたいと思
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います。 

 まず、河川における公共工事を行うに当たり、内水面漁業権を有する漁協

との調整についてですが、治水対策や災害復旧に対して県管理区間において

11月から５月まで工事ができるということなんですけれども、漁協の要請の

中で３月までしか工事ができないという地域があります。その結果、事業の

遅れにつながったり、あるいは自治体の予算編成にも影響を与えているとい

うことなんですけれども、水産資源の保護や環境保全とともに、その一方で、

県民の生命、財産を守るための事業推進を進めていくための調整を県として

どのように果たしていくお考えなのか、県内の実情や市町の声をどのように

把握されているかということもあわせて答弁を求めたいと思います。 

 次に、内水面漁協と公共工事の請負事業者との間の関係性について１点お

伺いをしたいんですけれども、河川における公共工事を請け負った事業者か

らは協力金という名目で金品を求められるということが長年の慣行になって

いるというふうなお声もお聞きいたしました。県民の血税をもとに公の仕事

を発注する立場の県としてこの事実を認識されているのかどうか。 

 この２点、お伺いをしたいと思います。 

○農林水産部長（仲繁樹） 内水面の漁業権について、まず、お答えをいた

します。 

 漁業権は、漁業法の規定に基づいて管轄する都道府県知事、三重県知事で

すが、免許するもので、一定の水面において特定の漁業を一定の期間、排他

的に営むことのできる権利とされておりまして、したがって、あらゆる目的

のために水面を独占専用するものではございません。 

 ただ、漁業権は物権、いわゆる物の権利とみなされますので、漁業侵害を

やめるよう請求する権利、それから、漁業権を侵害しないように措置を要求

する権利は認められております。 

 また、内水面は海面に比べて資源の回復力が非常に弱うございますので、

そういった権利の取得に当たりましては対象魚種の放流が義務づけられてお

ります。 
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 以上でございます。 

○県土整備部長（水谷優兆） 河川工事において漁期などに配慮することは一

般的なことと考えておりまして、伊賀地域などにおいて工事実施に大きな影

響が出ておるとは把握しておりません。工事着手前に、工事の実施時期であ

りますとか河川環境保全のための仮設工事あるいは施工方法について内水面

漁業権者との調整を行い、必要な工期を確保した上で工事を実施しておりま

す。 

 今後とも、工事着手前でありますとか仮設工事完了時など、適切な時期に

調整を行い、工事を実施していきたいと考えております。 

 また、施工業者と漁協との協力金のことについてのお伺いがあったかと思

いますが、県といたしましては、施工業者と漁協との間の協力金のことにつ

いては承知はしておりません。 

   〔８番 稲森稔尚議員登壇〕 

○８番（稲森稔尚） 施工業者との協力金の話なんですけれども、これまでの

長い行政経験の中で一切見聞きしたことがないという理解でよろしいでしょ

うか。 

○県土整備部長（水谷優兆） 先ほども言いましたように、県が河川等におい

て工事を行う場合、河川環境への影響を最小限にとどめるため、様々な措置

を講じております。その中で、地域に応じた対策、適切な対応を実施するた

め、その地域の河川の環境に精通をした方からの助言をいただいております。

助言に際して、県からの要請を行い立ち会いを行っていただいておりますの

で、協力金ではなく報償費としての立ち会い費を支払っておる事例はござい

ます。 

   〔８番 稲森稔尚議員登壇〕 

○８番（稲森稔尚） それは、県から立ち会いの名目で漁協に支払っているも

のだと思うんですけれども、請負業者と漁協との関係は把握していないとい

うことなんですか。 

○県土整備部長（水谷優兆） そのような協力金については承知しておりません。 
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   〔８番 稲森稔尚議員登壇〕 

○８番（稲森稔尚） 今、公契約という考え方が非常にこの県議会でも議論が

あったかと思うんですけれども、やはり県民の税金を原資として行われる契

約については事業者やそこで働いている人が保護されなければらないという

考え方があるかと思うんです。県は把握していないということですけれども、

今のような長年の慣行が仮に続いていくとするならば、短期的に見ればいい

かもしれないんですけれども、本来保護するべきものとの境目が県民にとっ

ても非常に不透明でして、しっかりとこのことを見直していかないと、長期

的に見ても長続きしないような関係性に間違いなくあると思うんです。物す

ごく不透明なんですよね。 

 和歌山県のほうなんですけれども、2013年に和歌山県が、公共工事に伴う

漁業被害に対して事前補償を求めたり、いかなる名目においても事前に金品

を求めない、そういう通知を出したり、漁協なり、県の建設業協会に対して

も求めに応じる必要はないという通知を和歌山県も出しているということな

んですけれども、やはり、そういう関係性を見直していくということは河川

がより住民に近いところで、県民の安心・安全を守っていく事業の円滑な推

進のためにもつながってくるかと思うんです。 

 その点について、今の和歌山県の事例も含めてどのような御所見をお持ち

なのか、それから、やはりこの実態についてを、当事者、業者なりから調査

するべきやと思うんですけれども、その点についての御所見を伺いたいと思

います。 

○県土整備部長（水谷優兆） 河川工事を円滑に進めていくことについては地

域住民にとっても非常に重要なことですので、河川工事については円滑に進

められるような取組は引き続きやっていきたいと考えております。 

 実態についてでございますが、これについても過去から様々な議論等が

あっておる中で現在こういう状況になっておると考えておりますので、もう

少し状況を注視していきたいなというふうに思います。 

   〔８番 稲森稔尚議員登壇〕 



－484－ 

○８番（稲森稔尚） 状況を注視じゃなくて、やっぱりそういう和歌山県のや

られていることとかをしっかり踏まえていただいたり、建設業協会の方とか

事業者の方とか市町の声というのをぜひ酌み取っていただきたいと思うんで

すけれども、もう少し前向きな御答弁をいただけないものでしょうか。 

○県土整備部長（水谷優兆） 他県の取組については引き続き研究をしていき

たいと考えております。 

   〔８番 稲森稔尚議員登壇〕 

○８番（稲森稔尚） もう研究と言われたらやってもらえる可能性が１％ぐら

いになってしまうのかなという、私のわずかな経験なんですけれども。いず

れにしましても、よく市町の声も聞いていただいて、業者の声も聞いていた

だいて、しっかり県が内水面漁業権の本来守らなければいけないものはどこ

なのかというところが非常に不透明ですから、農林水産部長にもお伝えして

おきますので、今後の取組をよろしくお願いしたいと思います。 

 終わります。ありがとうございました。（拍手） 

○副議長（中森博文） 以上で、県政に対する質問を終了いたします。 

 

休          憩 

○副議長（中森博文） 暫時休憩いたします。 

午後３時12分休憩 

                                    

午後３時25分開議 

 

開          議 

○議長（中村進一） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

委 員 長 報 告 

○議長（中村進一） 日程第２、諮問第１号を議題といたします。 

 本件に関し、健康福祉病院常任委員長から、委員会における審査の経過と
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結果について報告を求めます。石田成生健康福祉病院常任委員長。 

   〔石田成生健康福祉病院常任委員長登壇〕 

○健康福祉病院常任委員長（石田成生） 御報告申し上げます。 

 健康福祉病院常任委員会に審査を付託されました諮問第１号、諮問につき

ましては、去る６月８日に委員会を開催し、関係当局の出席を求め、慎重に

審査いたしました結果、全会一致をもって、審査請求を棄却すべきである旨、

答申すべきものと決定いたしました。 

 以上、報告申し上げます。 

○議長（中村進一） 以上で委員長報告を終わります。 

 委員長報告に対する質疑並びに討論の通告は受けておりません。 

 

採          決 

○議長（中村進一） これより採決に入ります。 

 諮問第１号を起立により採決いたします。 

 本件に対する委員長の報告は、審査請求を棄却すべきである旨、答申すべ

きであります。本件を委員長の報告どおり答申することに賛成の方は起立願

います。 

   〔賛成者起立〕 

○議長（中村進一） 起立全員であります。よって、本件は委員長の報告どお

り答申することに決定いたしました。 

 

意 見 書 案 審 議 

○議長（中村進一） 日程第３、意見書案第４号安全保障法制の慎重な審議を

求める意見書案を議題といたします。 

 お諮りいたします。本件は議事進行上、趣旨説明、質疑並びに委員会付託

を省略いたしたいと存じますが、御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中村進一） 御異議なしと認め、本件は趣旨説明、質疑並びに委員会
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付託を省略することに決定いたしました。 

 

討          論 

○議長（中村進一） これより討論に入ります。 

 討論の通告がありますので、順次、発言を許します。31番 小林正人議員。 

   〔31番 小林正人議員登壇・拍手〕 

○31番（小林正人） 自民党の小林正人でございます。 

 会派を代表させていただきまして、意見書案第４号に反対の立場から討論

をさせていただきます。 

 政府は、今回の意見書案にもあるように、安全保障関連法案を国会に提出

し、現在も審議が継続中であります。言うまでもなく、我が国は国際協調主

義に基づく積極的平和主義のもと、国際社会の平和と安定にこれまで以上に

積極的に貢献するためには、切れ目のない対応を可能とする国内法制を整備

する必要があります。 

 そのためには、これまで整備されてきましたＰＫＯ協力法や周辺事態法に

ついて一括して見直し、新たな法制度を整えることが必要不可欠であり、国

会においても、より詳細に、また、具体的かつ専門的に議論を重ねるため、

衆議院に特別委員会を設置し、検討が進められてまいりました。 

 このようなことから、今回提出されました意見書案文中にある、審議を簡

略化、国会での徹底審議を避ける、結論ありきで法改正を強行しようとする

という文言は適切ではないと判断いたします。 

 また、平和安全法制整備法案では、武力行使に関する新３要件に基づき、

我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生した場合にも自衛隊

の出動を認めているが、国会での議論を通じてその要件が曖昧であり、歯ど

めとして機能していないともありますが、このことに対しましても、例えば

むやみに自衛隊を出動させることができないよう、国際貢献でも参加５原則

等を満たす場合に限られ、外国の軍隊への後方支援は国会の承認を得なけれ

ばならないとありますし、新３要件も改めて申しますと、１、我が国に対す
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る武力攻撃が発生したこと、または我が国と密接な関係にある他国に対する

武力攻撃が発生し、これにより我が国の存立が脅かされ、国民の生命、自由

及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険があること、２、これを

排除し、我が国の存立を全うし、国民を守るために他に適当な手段がないこ

と、３、必要最小限度の実力行使にとどまるべきこととあります。これらの

要件を満たすことに加え、国会の承認も必要と、十分厳しい歯どめがあると

考えます。 

 しかしながら、昨今これらの法案に対し、世論調査において賛否が分かれ、

その理由に政府からの説明が不十分であるということが大半を占めておりま

す。また、衆議院憲法審査会において、集団的自衛権の行使を容認する解釈

及び関連法案について違憲であるという指摘がなされたことは事実でありま

す。 

 このようなことに鑑み、我々自民党会派といたしましても、さらに国会で

のこれまで以上の議論や慎重な審議、国民への十分な説明等を求めることと、

その議論や動向を注視した上で、県議会独自での議論や調査の時間が必要で

あると判断をしたところであります。 

 したがって、今回の意見書案に関しましては、タイトルにもありますよう

に慎重審議を求めるということには賛同できるものの、さきに話させていた

だいた内容、文言が不適切、県議会独自での調査並びに議論の時間を充実さ

せるべき、国会の審議日程も６月24日からかなりの期間延長されそうであり

ますし、以上の理由からこのタイミングでの提出は時期尚早と考え、反対を

せざるを得ないと判断をいたしました。 

 議員各位におかれましては、今回の反対という趣旨を十分御理解いただき、

ぜひ御賛同していただきますよう、よろしくお願いいたします。（拍手） 

○議長（中村進一） 29番 北川裕之議員。 

   〔29番 北川裕之議員登壇・拍手〕 

○29番（北川裕之） 新政みえ、名張市選出、北川裕之です。 

 意見書案第４号安全保障法制の慎重な審議を求める意見書案への賛成討論
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を、発議をさせていただいた会派、新政みえを代表して述べさせていただき

ます。 

 昨年７月に政府は、憲法の解釈を変更することによって集団的自衛権の行

使を容認する閣議決定を行いました。戦後70年間、平和憲法のもとで我が国

が貫いてきた専守防衛、そして、海外で武力行使をしないという大原則を、

いとも簡単に時の内閣の判断で変えてしまうという暴挙に出ました。 

 私たちは、この立憲主義に反する決定に異議を唱える意見書を提出すべく、

昨年の６月定例月会議において提案をさせていただきましたが、残念ながら

多数の合意を得ることができませんでした。賛成討論に立たせていただいた

議員として、力及ばず、じくじたる思いが残っています。 

 さて、この昨年の閣議決定に基づいた安保法制に係る関連法案が現在、国

会において審議されています。集団的自衛権の行使を容認する憲法解釈を前

提として、武力攻撃事態法をはじめとする安全保障関連法の改正案が10本並

びに他国の軍隊等に対する協力支援活動等に関する新法である国際平和支援

法案、合わせて11本が提出されています。 

 この関連法案に対して指摘されていることは、大きく３点あります。 

 まず第１に、それぞれ性格が異なり、多岐にわたる10本の改正案を無理や

り一つに束ねて、平和安全法制整備案として提出していることです。本来は

個別にじっくりと審議を行い、是非を問うべきものです。専門家でも戸惑う

それぞれの改正点をどれだけの国民が理解できているでしょうか。存立危機

事態、重要影響事態、駆けつけ警護など、皆さんはどれだけ説明ができます

でしょうか。わざわざわかりにくく提案し、国民を幻惑させているとまでは

言いませんが、国民への丁寧な説明や国会での徹底審議を避けていると言わ

れても仕方ありません。 

 第２に、武力行使に関して歯どめとなるべき新３要件をはじめとして、各

法案に曖昧な点が非常に多いことです。総理や閣僚の答弁に食い違いがあっ

たりと、国民に不安を与えています。政府として整理がついていないのか、

はたまた曖昧さを残し、いざというときのために武力行使の判断に幅を持た
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せているのか、疑念を抱かざるを得ません。いずれにしても、法律の適用範

囲を定める例外規定は厳格であるべきと考えます。 

 第３には、これが最も重要な点ですが、そもそも論として、日本国憲法に

おいて日本が行使できるのは個別的自衛権のみで、集団的自衛権は認められ

ていません。したがって、さきの閣議決定による憲法の解釈変更は明らかに

立憲主義に反したものです。 

 折しも、去る６月４日に開催された衆議院憲法調査会においては参考人の

憲法学者全員から、集団的自衛権の行使を容認する解釈及びこれらの法案に

ついて違憲であるとの指摘がなされたのは象徴的なことです。 

 国民の安全保障に関する考え方にはいろいろあると思います。私個人自身

は個別的自衛権で十分対応できると確信していますが、昨今の国際情勢を見

たときにそれでは不安だという声もあるのは事実です。しかし、百歩、いや、

百万歩譲って集団的自衛権を認めるべきだとしても、この一連の法改正は許

されない、やってはならない禁じ手です。 

 戦後70年間、平和憲法のもと、海外で武力行使は行わないという原則を大

きく転換しようとする、我が国の安全保障政策を根底から変えようとするの

であれば、国民的議論の上に成り立たなくてはなりません。こんな手法がま

かり通れば、国会で多数を持った権力者が、憲法の歯どめなく、どんな法案

も実現させてしまえるではありませんか。時の権力者を縛るのが憲法であり、

権力者は憲法に基づいて政治を行わなければならないという立憲主義の否定

であり、法治国家の根幹を揺るがす事態です。 

 安保法制は国会の議論であり、県議会がかかわるべきではないという声も

あるかもしれませんが、国民の命にかかわることであり、立憲主義を大きく

揺るがすこの事態を、法律や条例にかかわる議会人としては看過できること

ではありません。 

 共同通信社が５月30、31日の両日に行った世論調査によれば、安全保障関

連法案への安倍政権の姿勢に対して十分に説明しているとは思わないと回答

した人が81.4％に上りました。これが国民の今の声です。その声に耳を傾け、
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慎重審議を求めるこの意見書にぜひとも賛成いただき、国会での採決が行わ

れるまでに国に提出させていただきたく心からお願いし、賛成討論とさせて

いただきます。（拍手） 

○議長（中村進一） ６番 岡野恵美議員。 

   〔６番 岡野恵美議員登壇・拍手〕 

○６番（岡野恵美） 日本共産党の岡野恵美です。 

 政府は、今国会の会期を延長してまで、平和安全法制整備法案と国際平和

支援法案を通そうとしています。しかし、国民世論は、政府は法案の内容に

ついて十分に説明していないが、共同通信社の調査で81.4％、読売新聞で

80％が説明不足と感じ、今国会での成立に反対が読売新聞で59％と、反対の

意見が多数となっています。 

 日本共産党は、この法案は三つの危険性を持っていると考えています。 

 ①違憲立法であること。このことは、衆議院憲法調査会に呼ばれた３人の

憲法学者が３人とも憲法違反だと言っています。 

 ②異常なまでにアメリカに従属していること。この間の国会の質問でも明

らかになったように、日本の歴代首相は、アメリカの武力行使に国際法上違

法な行為として反対したことは一度もありません。 

 ③戦後の国際秩序を壊し、歴史の逆行という点です。今、世界は戦後70年

に当たり、日本の首相が歴史問題にどういう基本姿勢をとるか、注目してい

ます。しかし、日本の安倍首相は、日本が過去に犯した侵略戦争も、間違っ

た戦争も認めません。そして、海外で戦争する国への道を暴走しようとして

います。我が国だけでなく、これほどアジアや世界にとって危険なことはあ

りません。 

 したがって、私たち日本共産党は、今回の法案は廃案にすべきものだと考

えます。しかし、数の力で強引に戦争法案を通そうとする勢力に対抗するた

めには、たとえ慎重審議でも今の時期の提出が賢明であり、目的が果たされ

ると思い、賛成いたします。 

 先日も日本記者クラブで、かつての自民党重鎮の皆さん、山崎拓さん、亀
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井静香さん、武村正義さん、藤井裕久さんが、法案は国策を大きく誤ると会

見しました。 

 皆さん、私は、自衛隊の基地のある津市選出の県会議員です。母親の１人

でもあります。どうか、自衛隊員、津市の若者を殺し、殺されることのない

ようにしていただきたい。この意見書案に賛同していただきますようにお願

いいたしまして賛成の討論といたします。（拍手） 

○議長（中村進一） ８番 稲森稔尚議員。 

   〔８番 稲森稔尚議員登壇・拍手〕 

○８番（稲森稔尚） ただいま議題となりました意見書案第４号安全保障法制

の慎重な審議を求める意見書案に賛成の立場から討論を行います。 

 まず、本意見書案の作成に当たりまして、提出者の皆さんを中心に文言調

整など、大変な御尽力をされてきたことは深く理解をいたします。その上で、

慎重審議を求めることにとどまったことは大変残念に思いますし、とりわけ、

国政における野党第１党が巨大与党の数の力にあらがい、政権奪還を目指す

のであれば、政権与党の対立軸となり得るだけの対抗理念をはっきりと示す

べきでありました。それは、平和憲法の理念と立憲主義を尊び、戦争法案は

廃案しかないという多くの国民、県民と真に寄り添うことであり、だめなも

のはどれだけ慎重審議をしてもだめと言うべきでありました。 

 現在、国会で審議をされております、いわゆる安全保障法制は、昨年７月

の集団的自衛権行使容認等の閣議決定と、この４月に合意した新日米ガイド

ラインを法的に担保するものであります。国際平和支援法案は、新たな立法

なしに多国籍軍等の戦争を自衛隊が随時支援するための恒久法であり、平和

安全法制整備法案は、存立危機事態の定義を定めて、我が国が攻撃されてい

なくても戦争に参加する集団的自衛権行使を可能とさせるものです。ほかに

も、周辺事態法などの地理的制約は撤廃されて米国以外の軍隊も支援できる

ことになり、ＰＫＯ活動の際の駆けつけ警護が可能となり、武器使用権限も

拡大されるなど、自衛隊の活動内容は大幅に変質をしてまいります。 

 海外での武力行使を可能とすることを平和や安全であると私たち国民を欺
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き、国会において与党推薦の参考人までもが憲法違反であると明言する違憲

立法、戦争法案にほかなりません。 

 戦後70年間、平和憲法を高く掲げ、専守防衛に徹してきた我が国の安全保

障政策を180度転回させるものであり、そもそも権力を国民意思として抑制

しようとする立憲主義を全否定するこれらの法案は直ちに廃案にすべきであ

ります。 

 安倍総理は切れ目のない安全保障法制が必要と強調しますが、平時の治安

維持と武力行使との間には明確な切れ目を設けて、憲法に照らし、慎重に判

断することこそが求められています。自衛隊が武力で対応するのは最終最後

の手段としてきたのが平和憲法の大原則であり、切れ目なしに軍事力行使が

行われ、歯どめなく武力が行使されることは、到底くみすることはできませ

ん。数の力でこの法案を押し通すならば、自衛隊が海外で戦争できるような

本格的な軍隊として再編成されていくことにつながります。 

 折しも、今年は戦後70年の年です。先人たちの努力によって、戦争によっ

て他国の人を傷つけず、日本の若者も傷つくことがなく、平和を維持してき

ました。平和国家であり続ける道こそが日本国民の世界に対する責任であり、

子どもたちの未来への希望につながるものだと考えます。 

 平和国家の根本にかかわる問題を数に頼んで国会の拙速な議論で行おうと

することそのものが暴挙であり、慎重審議とは相反することが国会において

行われていることも紛れもない事実であります。よって、本三重県議会が全

国の都道府県議会に先駆けてこうしたことに深く思いを寄せ、平和を願う多

くの県民の声に真剣に真摯に耳を傾け、良識と良心を発揮されることを強く

願い、賛成討論といたします。ありがとうございました。（拍手） 

○議長（中村進一） 以上で討論を終結いたします。 

 

採          決 

○議長（中村進一） これより採決に入ります。 

 意見書案第４号を起立により採決いたします。 
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 本案を原案のとおり決することに賛成の方は起立願います。 

   〔賛成者起立〕 

○議長（中村進一） 起立多数であります。よって、本案は原案のとおり可決

されました。（拍手） 

 これをもって本日の日程は終了いたしました。 

 

休          会 

○議長（中村進一） お諮りいたします。明17日から29日までは委員会の付託

議案審査等のため休会といたしたいと存じますが、御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中村進一） 御異議なしと認め、明17日から29日までは委員会の付託

議案審査等のため休会とすることに決定いたしました。 

 ６月30日は、定刻より本会議を開きます。 

 

散          会 

○議長（中村進一） 本日はこれをもって散会いたします。 

午後３時49分散会 


